
令和７年度 静岡県多文化共生審議会

次 第

日 時 令和７年６月17日（火）

午後１時半から３時半まで

場 所 静岡県庁別館９階 特別第１会議室

１ 開 会

２ 委員紹介

３ 報 告

・2025年度多文化共生施策の推進 【資料１】

４ 議 事

（1）2024年度「ふじのくに多文化共生推進基本計画」進捗評価について【資料２】

（2）次期多文化共生推進基本計画の策定について 【資料３】

５ 閉 会

[参考資料]
１ 外国人県民の状況

２ ふじのくに多文化共生推進基本計画（現行）

３ 文部科学省に対する地域日本語教育緊急要望書（2025年５月）

４ 静岡県多文化共生推進基本条例
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多文化共生施策の推進

（静岡県企画部多文化共生課）

「日本一の多文化共生県」実現のため、外国人と日本人が相互に理解し合い、誰もが

安心して快適に暮らし、能力を発揮できる環境整備等を推進する。

＜令和７年度の多文化共生課の取組＞

○多文化共生意識の醸成や生活環境の整備

多文化共生意識の醸成や外国人県民が安心・快適に暮らせる環境の整備等を行う。

・第４期 多文化共生推進基本計画の策定

・「やさしい日本語」研修・普及啓発

・外国人学校におけるキャリア講座の開催

・学校等での国際交流員による多文化共生講座の開催

○多文化共生月間の実施：12月

「日本一の多文化共生県」の実現に向け、「外国人県民は、まちづくりのパートナーで

あるとポジティブに捉え、外国人のもつ文化的多様性を県全体の活力や成長につなげる」

という新しい考え方（インターカルチュラル）を県民に紹介する。

・県、市町等のイベントの集中開催

○総合相談センター「かめりあ」の運営

外国人県民からの相談に多言語で対応する「静岡県多文化共生総合相談センターかめ

りあ」を運営する。

・外国人相談員６人による対面、電話等による対応（ポルトガル語など８言語）

※その他テレビ電話通訳等を活用し対応(15言語以上)

○日本語教育の推進

外国人県民が地域社会と関わりながら、生活等に必要な日本語能力を身に付けられる

よう、日本語教育を推進する体制を構築する。

・日本語教育人材の養成

・市町が実施する日本語教室への補助
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2024年度「ふじのくに多文化共生推進基本計画」進捗評価（案）

１ 評価の概要

「ふじのくに多文化共生推進基本計画（以下、基本計画）」の進捗の指標として設定さ

れている数値目標について、県総合計画の評価手法に準じて評価を行う。（2025年４月時点）

２ 総合評価

2024年度は、引き続き誰もが理解し合える多文化共生社会の実現を目指し、日本語教

育の推進、「やさしい日本語」の普及啓発及び在住外国人向けの相談体制の強化に重点

的に取り組んだ。

日本語教育の推進については、外国人県民の日本語教育の総合的・効果的な推進を図

るため「日本語教育推進基本方針」を策定した。また、県と市町が課題解決に向けた検

討を行う行政経営研究会内に新規テーマとして「多文化共生の推進」を設置し、地域日

本語教育の推進について情報共有及び検討を行った。その結果、地域日本語教室を開催

する市町が、令和６年度の６市町から令和７年度は16市町に増加した。

「やさしい日本語」の普及啓発については、県内の若い世代を中心に各地で活動する

団体と個人が交流する「多文化共生わかものフォーラム」を初めて開催した。また、「や

さしい日本語」講座と落語を開催し、若者から高齢者まで幅広い年代層への浸透を図っ

た。

在住外国人向けの相談体制の強化については、相談者の利便性を向上させるため、外

国人県民が相談員を介さずに自ら適切な相談窓口を判別できるよう、県ホームページ上

に外国人相談案内ハブシステムを新たに構築した。

成果指標は、２指標ともＢとなった。活動指標は９指標のうち２項目が◎で、５項目

が○、２項目が●となった。おおむね計画どおり進捗していると評価する。（詳細別紙）

＜各指標の達成状況区分＞

■成果指標

■活動指標

評価

区分

判断基準

数値目標 維持目標

◎
「現状値」が「期待値」の推移の

＋30％超えのもの

「現状値」が「目標値」の 115％以上

のもの

○
「現状値」が「期待値」の推移の

±30％の範囲内のもの

「現状値」が「目標値」の 85％以上

115％未満のもの

●
「現状値」が「期待値」の推移の

－30％未満のもの

「現状値」が「目標値」の 85％未満

のもの

― 計値等発表前、当該年度に調査なし等

評価区分 判断基準

目標値以上 「現状値」が「目標値」以上のもの

Ａ 「現状値」が「期待値」の推移の＋30％超え〜「目標値」未満のもの

Ｂ 「現状値」が「期待値」の推移の±30％の範囲内のもの

Ｃ 「現状値」が「期待値」の推移の－30％未満〜「基準値」超えのもの

基準値以下 「現状値」が「基準値」以下のもの
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ふじのくに多文化共生推進基本計画 評価区分 評価区分

■計画期間　2022～2025年度 目標値以上 ◎ 2

Ａ ○ 5

■基本目標 Ｂ 2 ● 2

　静岡県内に居住する外国人及び日本人が、相互に理解し合い、誰一人取り残されることなく Ｃ ―

　安心して快適に暮らし、能力を発揮することができる多文化共生社会の実現を目指す。 基準値以下

-

計 2 計 9

多文化推進基本計画指標一覧

3 活動指標
外国人向けに早期避難に必要な情
報を提供している市町の数

30市町
（2020年）

全市町
（2025年）

31市町 34市町 34市町 3４市町 ○

35市町中34市町が、ホームページに外国人向けに避難情
報を掲載する等、情報提供を行っている。１市町（南伊
豆町）が未実施。

防災関連の情報提供の未実施市町に対し、他市町の実施
方法を伝えるなど、引き続き実施を働きかける。 危機情報課

多文化共生課

4 活動指標
外国人を雇用する企業等と連携し
た防災出前講座の開催回数

ー 毎年度10回 ー 10回 10回 11回 ○

外国人県民を対象とした防災講座を計11回開催し、県内
在住のブラジル、ベトナム、フィリピン等の出身者が計
370人参加した。

順調に進捗している。
今後も外国人県民を対象とした防災講座等を実施し、外
国人県民の自助力、共助力の向上を目指す。

危機情報課

多文化共生課

5 活動指標
かめりあによる出張相談会・専門
家による相談会の開催回数

9回
(2020年)

9回
(毎年度)

出張相談会
８回

法律相談会
19回

出張相談会
7回

法律相談会
22回

法律相談会
21回

法律相談会
22回

◎

多文化共生総合相談センターかめりあにて、弁護士によ
る法律相談会を22回実施した。

外国人県民の増加に伴い、相談窓口の重要性はますます
高まっている。引き続き専門家による相談会を開催して
いく。 多文化共生課

6 活動指標
県の電話医療通訳事業により外国
人患者受入環境を整備した救命救
急センター設置病院の割合

27.3%
(2020年)

100%
(2025年)

27.30% 27.30% 54.50% 63.60% ●

医療機関に向けて周知、事業説明会を実施した結果、１
機関が新たに整備し、63.3％となった。

引き続き、医療機関に向けて周知、事業説明会等を実施
し、拡大を図る。

医療政策課

7 成果指標
外国人児童生徒等に対して必要な
支援が実現できている学校の割合

小90.6％
中91.3％
高89.5％

（2020年）

100％
（毎年度）

小95.7％
中88.5％
高92.3％

小93.9％
中93.4％
高100％

小89.9％
中95.7％
高100％

小89.０％
中89.１％
高100％

B

日本語指導コーディネーターが定期的に学校を訪問し、
児童生徒の実態を適切に把握した上で個別の目標や指導
計画の作成を推進し、修正・実施についても助言するこ
とができた。
外国人生徒支援事業15校、外国人生徒みらいサポート事
業22校、210人（全日制11校66人、定時制11校144
人）、相談員を配置した体系的な外国人生徒支援事業14
校、通訳派遣事業11校15回（全日制7校12回、定時制4
校4回）

加配教員を含め、日本語指導担当教員に対する研修が限
られているため、日本語指導コーディネーターによる各
学校や市町教育委員会への研修会を充実させ、教員の資
質向上を図る。
県立高校への支援は継続して実施する。 義務教育課

高校教育課

8 活動指標
就学状況等調査・就学案内実施市
町数

全市町
（2020年度）

毎年度 全市町 全市町 全市町 全市町 全市町 ○

就学状況調査及び追跡調査により、不就学児童生徒の就
学促進に向け、訪問や手紙で所在の確認を行った。

就学状況の確認方法について地域差がみられるため、市
町に対し、きめ細やかな調査の実施及び就学案内を行う
よう働きかけていく。

義務教育課

多文化共生課

9 ６　社会参画の促進 活動指標
外国人県民からの意見を聴取する
場を設けている、市町の数

11市町
(2020年度）

19市町
（2025年）

14市町 16市町 16市町 16市町 ○

外国人県民からの意見を聴取する場として、外国人県民
の参画する審議会の設置等をしている市町の数は、前年
度から増加がなく16市町であった。

実施市町数が伸び悩んでいる現状を踏まえ、「外国人は
まちづくりのパートナー」であるという視点に鑑み、他
市町の取組を共有するなど引き続き市町に働きかけてい
く。

多文化共生課

10 活動指標
工科短期大学校等の定住外国人向
け職業訓練受講者数

58人
（2020年度）

100人
（2025年）

38人 28人 41人 58人 ●
介護職員になるための職業訓練を3コース、観光業で働く
ための職業訓練を２コース、販売サービス業で働くため
の職業訓練を2コース実施、58人が受講した。

受講者は毎年増加しているものの、目標値には到達して
いない。ハローワークや行政の窓口を利用していない
方々への周知が課題。受講者確保のため、支援団体や入
国管理局等と連携し、定住外国人のコミュニティ等へア
プローチを強化する。

職業能力開発課

11 活動指標
ふじのくに地域・大学コンソーシ
アム事業への参加留学生数
（県総合教育課調査）

378人
（2020年度）

500人
（2025年）

355人 466人 474人 497人 ○

ふじのくに地域・大学コンソーシアムに専門人材を配置
し、留学生獲得から滞在・就職支援まで一体的な支援を
行った。
・滞在・交流促進（バスツアーなど）   104人
・就職支援（企業交流会など）　393 人
2025年度目標値に近い数値に到達できた。

参加人数は順調に増加している。更なる体制強化を図る
ため、ふじのくに地域・大学コンソーシアムに配置して
いる専門人材を中心に、県内大学等と連携した留学生の
受入れ、大学のグローバル化に取り組む体制を構築し、
現地人材や留学生を活用した国内外における広報活動、
留学生を取り残さない伴走型支援など、入口から出口ま
での一体的な取組を強化する。

総合教育課

№ 施策の柱
指標の
種類

指標名
基準値

（2020年度）
目標値

（2025年度）
2021年度

現状値
2022年度

現状値
2023年度

現状値
2024年度

現状値
2024年度

評価
2024年度

主な取組、実施状況
評価・今後の取組方針 担当局課

1
１　多文化共生意識
の定着

成果指標
地域日本語教育を通じて多文化共
生の場づくりに取り組む市町数

４市町
（2020年度）

19市町 7市町 11市町 12市町 13市町 B

県のモデル事業として、吉田町で地域日本語教室を開催
した。また、国や県の補助事業を活用したり、独自に対
話交流型日本語教室を実施した市町を含めると計13市町
が、地域日本語教育を通じて多文化共生の場づくりに取
組んだ。

2４年度の実績は前年より市町が増加したものの、期待値
の16市町を下回った。
25年度は新たな県日本語教育推進基本方針に基づき、日
本語指導者の養成やネットワークづくり等により、地域
日本語教育に取り組む市町の拡大を図る。

多文化共生課

2
2 コミュニケーション
の支援

活動指標
ＳＮＳ等を活用した「やさしい日
本語」及び多言語による外国人向
け情報提供数

455件
（2020年度）

500件
（毎年度）

728件 457件 610件 930件 ◎

「やさしい日本語」、英語、ポルトガル語、フィリピン
語、インドネシア語、ベトナム語のFacebookページで
計930件の生活情報、防災情報等を掲載した。外国人県
民に普段から県政への興味を持ってもらうため、防災情
報、緊急情報だけでなく、生活情報や日本の文化、イベ
ントなどを掲載した。

目標値を大きく上回った。引き続き多くの情報を発信
し、外国人県民にとって親しみやすいページにしてい
く。

多文化共生課

３　危機管理体制
の強化

４ 生活支援の充実

５　外国人の子どもの
教育環境の整備

7　働きやすい環境
の整備
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多文化共生推進基本計画 
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第3期までの評価            

ウェルビーイング：身体的にも、精神的にも、社会的にも、
すべてが満たされた状態（Well-being）にあること

＜第３期までの取組＞

身体的な安全＝困りごとを解決できること 
（外国人相談窓口、防災・防犯、多言語対応、医療通訳 等）

精神的な安心＝理解される・選べること
（地域日本語教室、やさしい日本語、キャリア支援 等）

社会的な満足＝「自分が役に立っている」と実感できること
         一部の取組にとどまる

ウェルビーイングの3要素のうち、第3期までは「身体的」「精神
的」な基盤を整えることに注力してきた。第4期ではこれに加えて
「社会的」な満足度の向上に焦点を当て、外国人県民がまちづくり
のパートナーとして活躍できる社会の実現に向けた取組が必要。

ウェルビーイングの観点から

           

• 日本人の心理的距離は右肩上がり（2016-2024：＋14.6pt）で、多
文化共生意識が醸成されつつある。特に若者層の好意度が高い。

• やさしい日本語の認知度も向上（2020-2024：＋3.3pt）しており、
県施策の効果が見られる。

• 一方、外国人の好意度に比べると日本人の好意度は低い。

• 外国人の心理的距離は微減。引き続き交流の促進が必要。
• 外国人県民の半数以上が“10年以上～永住”を選択し、高齢者への

対応が求められる。子どもの将来も68.2％が日本で進学・就職し
日本で生活することを希望しており、⾧期滞在を見据え、ライフ
ステージに合わせた取組が必要。

多文化共生基礎調査の結果から
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• 現行の第3期基本計画（2022-25）が最終年度となるため、社会情勢の変化等を踏まえた新たな計画を策定する。

• 計画期間は、県政運営の基本となる静岡県次期総合計画（2025-28）に合わせ、2026-28の3年間とする。

策定の趣旨

 
 日本一の多文化共生県 ～相互理解の下、多様性を活力に、誰もが輝く静岡県～

• 県政全体の目標である「県民幸福度日本一」実現のため、日本人・外国人全体のウェルビーイング（身体的、精
神的、社会的すべてが満たされた状態）の向上を念頭に置いた計画とする。

• ウェルビーイング向上のため、新たに「インターカルチュラル」を計画全体を貫く基本的な考え方とする。

めざす姿

柱１：新たに「インターカルチュラルの機運醸成」を掲げる。多文化共生月間の取組等を推進する。

柱２：「日本語教育」を、外国人県民が日本社会で活躍し未来を拓くためのものと位置づける。

柱３：「ライフステージに応じた支援」により、乳幼児～高齢者のステージに合わせた情報提供等を行う。

施策の柱のポイント
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①第３期（2022-25）の状況変化
■本県の日本人総数は減少
（2022-25 ↓96.9％）

■外国県民の数は過去最多
（2021ʷ24 ↑127.7％）

民の国籍に変化

②新たな在留資格の創設
■2027までに育成就労制度が施行
労働力不足を背景とし、外国人の⾧
期滞在への道を示した

将来を見据えた、一歩進んだ
多文化共生の考え方が必要

現状・課題

「
日
本
一
の
多
文
化
共
生
県
」 

の
実
現
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2021 2022 2023 2024

ブラジル

フィリピン

ベトナム

中国

その他

県内 在留外国人の国籍別人数の推移（万人）

県民の
Well Being

20272026 2028

柱１：多文化共生県の実現に向けた機運醸成
• インターカルチュラルの機運醸成
• 相互理解と交流の促進

柱２：外国人県民の活躍支援
• 未来を拓く日本語教育
• 働く外国人の活躍 
• 外国人の子どもの活躍

柱３：安心で快適な暮らしの充実
• ライフステージに応じた支援
• 防災、防犯の推進

基本的な方針
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基本的な方針

日本一の多文化共生県 
-相互理解の下、多様性を活力に、誰もが輝く静岡県-

柱１：多文化共生県の実現に向けた機運醸成

• インターカルチュラルの機運醸成
 （多文化共生月間、ICC加盟による施策の向上）
 
• 相互理解と交流の促進
 （やさしい日本語の普及、出前講座、地域日本語教育（交流））

柱２：外国人県民の活躍支援

• 未来を拓く日本語教育
 （地域日本語教育（教育）、外国ルーツの子どもの日本語指導、被用者や留学生の日本語教育支援）

• 働く外国人の活躍 
 （職場での活躍支援、労働者憲章の普及）

  
• 外国人の子どもの活躍
 （不就学ゼロ、進路指導等）

柱３：安心で快適な暮らしの充実

•ライフステージに応じた支援
 （乳幼児～高齢者のステージ別支援、外国人相談窓口、多言語情報提供）

•防災、防犯の推進
（防災、防犯・交通安全情報の発信、外国人県民向け防災講座）

めざす姿



（件名）
外国人県民の状況

（企画部多文化共生課）

１ 概 要
・ 県内の在留外国人数は、平成２年６月｢出入国管理及び難民認定法｣改正法の施行後増加を続け、平成20

年には10万人を超えた。その後、世界的経済危機の影響を受け、減少を続けたが、平成27年から増加に

転じた。新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年から減少に転じたが、令和６年６月の静岡県内在

留外国人数は120,314人で平成元年以来過去最多となっている。（前年12月末比104.0%）、国籍・地域別で

は126 となった。

・ 国籍別ではブラジル人が最も多く（27.0%）、次いでフィリピン、ベトナムの順となっている。

２ 在留外国人数に係る統計（法務省「在留外国人統計」）

（１）県内外国人登録者(～H23)･在留外国人(H24～)数の推移（各年12月末現在） （単位：人、％)

※Ｈ23年までの「中国」は台湾を含んだ数、平成27年以降の「韓国・朝鮮」は韓国のみの数
※前年比は小数第２位を四捨五入
※令和６年は６月末時点の確定値

（２）国籍別在留外国人数（126の国・地域中上位８か国）（令和６年６月末現在） (単位：人、％)

※構成比及び前年比は小数第２位を四捨五入

※国籍別在留外国人数トップ２０のうち前年比増加率トップ３：

①ミャンマー（122.9%）②ネパール（119.9%）③インド（117.2%）

外国人数 前年比 ブラジル フ ィ リ ピ ン ベ ト ナ ム 中国※ ペルー 韓国・朝鮮※ 全 国 前年比

H元年 15,786 － 2,293 2,100 194 1,254 199 7,813 984,455 －

５年 40,955 － 21,129 3,048 358 2,665 2,684 7,782 1,320,748 －

10年 56,732 － 31,329 4,817 644 4,024 3,800 6,965 1,512,116 －

15年 82,474 － 41,489 10,310 1,213 8,776 5,606 6,946 1,915,030 －

20年 103,279 － 51,441 12,766 2,031 13,670 6,522 6,551 2,217,426 －

25年 75,467 － 27,623 12,793 2,638 12,026 4,900 5,799 2,066,445 －

26年 75,115 99.5 26,476 13,335 3,223 11,577 4,773 5,549 2,121,831 102.7

27年 76,081 101.3 25,584 13,910 3,952 11,385 4,705 4,971 2,232,189 105.2

28年 79,836 104.9 26,565 14,714 5,018 11,461 4,658 4,879 2,382,822 106.7

29年 85,998 107.7 27,993 16,026 6,857 11,573 4,725 4,827 2,561,848 107.5

30年 92,459 107.5 29,535 16,859 9,305 11,853 4,729 4,839 2,731,093 106.6

R 元年 100,148 108.3 31,387 17,604 12,187 12,279 4,721 4,748 2,933,137 107.4

２年 99,629 99.5 31,009 17,243 13,429 11,374 4,678 4,522 2,887,116 98.4

３年 97,338 97.7 30,641 17,304 13,420 10,110 4,719 4,352 2,760,635 95.6

４年 106,345 109.3 31,777 18,397 15,609 9,978 4,752 4,293 3,075,213 111.4

５年 115,642 108．7 32,631 19,728 18,052 10,199 4,796 4,237 3,410,992 110.9

６年 120,314 104.0 32,526 20,251 19,133 10,360 4,804 4,244 3,588,956 105.2

順 位 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 総数

国 籍 ブラジル フィリピン ベトナム 中国 インドネシア ネパール ペルー 韓国

外国人数 32,526 20,251 19,133 10,360 6,579 5,502 4,804 4,244 120,314

構成比 27.0 16.8 15.9 8.6 5.5 4.6 4.0 3.5 100.0

前年比 99.7 102.7 106.0 101.6 112.4 119.9 100.2 100.2 104.0

参考資料１



（３）県内在留外国人数上位５市（令和６年６月末現在） (単位：人)

※人口は、令和６年７月１日現在の推計人口

※人口比率は静岡県「推計人口」令和６年７月１日現在推計人口外国人数/総数、小数第３位を四捨五入

（４）県内在留外国人割合上位５市（令和６年６月末現在） (単位：人)

※人口は、令和６年７月１日現在の推計人口

※人口比率は静岡県「推計人口」令和６年７月１日現在推計人口外国人数/総数、小数第３位を四捨五入

（５）静岡県の国籍別在留資格別在留外国人数（令和６年６月末現在） (単位：人)

＊１ 就労資格：「専門的・技術的分野の在留資格｣(入管法別表第１の１,２のうち、外交、公用、特定技能、

順 位 １ ２ ３ ４ ５

市 浜松市 静岡市 磐田市 富士市 袋井市 全 県

外国人数
（在留外国人統計）

30,514 13,679 10,233 7,433 5,953 120,314

外国人数
（推計人口）

26,550 12,317 8,752 6,356 5,434 106,094

人 口 776,238 673,700 163,216 240,042 87,608 3,530,162

人口比率 3.42% 1.83% 5.36% 2.65% 6.20% 3.01%

順 位 １ ２ ３ ４ ５

市 菊川市 吉田町 湖西市 袋井市 牧之原市 全 県

外国人数
（在留外国人統計）

4,228 2,456 4,426 5,953 2,770 120,314

外国人数
（推計人口）

3,898 2,213 4,031 5,434 2,437 106,094

人 口 46,799 28,487 56,213 87,608 41,206 3,530,162

人口比率 8.33% 7.77% 7.17% 6.20% 5.91% 3.01%

就労資格 特定技能 技能実習

技術・

人文知識・

国際業務
留 学

身分資格 その他
合計

＊1 ＊2 ＊3

総数
2,580 7,736 15,663 9,127 5,276 70,697 9,235 120,314

(2.14%) (6.43%) (13.02%) (7.59%) (4.39%) (58.76%) (7.68%)（100.00%）

ブラジル
55 0 4 24 11 32,367 65 32,526

(0.17%) (0.00%) (0.01%) (0.07%) (0.03%) (99.51%) (0.20%)（100.00%）

フィリピン
157 634 1,872 126 29 17,250 183 20,251

(0.78%) (3.13%) (9.24%) (0.62%) (0.14%) (85.18%) (0.90%)（100.00%）

ベトナム
135 3,983 7,048 3,666 382 1,971 1,948 19,133

(0.71%) (20.82%) (36.84%) (19.16%) (2.00%) (10.30%) (10.18%)（100.00%）

中国
665 505 1,025 865 599 5,962 739 10,360

(6.42%) (4.87%) (9.89%) (8.35%) (5.78%) (57.55%) (7.13%)（100.00%）

インドネシア
126 1,440 3,580 334 185 645 269 6,579

(1.92%) (21.89%) (54.42%) (5.08%) (2.81%) (9.80%) (4.09%)（100.00%）

ネパール
327 128 118 1,465 1,827 368 1,269 5,502

(5.94%) (2.33%) (2.14%) (26.63%) (33.21%) (6.69%) (23.06%)（100.00%）

ペルー
4 0 0 1 3 4,787 9 4,804

(0.08%) (0.00%) (0.00%) (0.02%) (0.06%) (99.65%) (0.19%)（100.00%）

韓国
50 0 0 164 59 1,444 2,527 4,244

(1.18%) (0.00%) (0.00%) (3.86%) (1.39%) (34.02%) (59.54%)（100.00%）



技能実習、技術・人文知識・国際業務を除く)
＊２ 身分資格：永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者
＊３ そ の 他：文化活動、研修、家族滞在、特定活動、特別永住者
※構成比は小数第３位を四捨五入

（６）都道府県別在留外国人数（令和６年６月末現在） (単位：人)

（７）外国人の人口動態

（出典：総務省「住民基本台帳人口、人口動態及び世帯数」 ※人口はＲ６.１.１現在）

順 位 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

都道府県 東京都 愛知県 大阪府 神奈川県 埼玉県 千葉県 兵庫県 静岡県 全 国

外国人数 701,955 321,041 317,421 280,020 249,327 219,131 137,044 120,314 3,588,956

区分 人口(人) 増減数(人) 増減率(%) 自然増加数(人) 自然増加率(%) 社会増加数(人) 社会増加率(%)

Ｒ５中増減
全国 3,323,374 329,535 11.01 10,839 0.36 318,696 10.65

静岡県 111,906 8,880 8.62 570 0.55 8,310 8.07



（８）静岡県の国籍別在留外国人数（令和６年６月末現在） (単位：人)

順位 国籍 人数 順位 国籍 人数 順位 国籍 人数

1 ブラジル 32,526 43 ウズベキスタン 23 85 ホンジュラス 5

2 フィリピン 20,251 44 チリ 22 86 リトアニア 5

3 ベトナム 19,133 45 南アフリカ共和国 22 87 ウガンダ 4

4 中国 10,360 46 エジプト 21 88 エクアドル 4

5 インドネシア 6,579 47 ドミニカ共和国 21 89 ギリシャ 4

6 ネパール 5,502 48 ウルグアイ 20 90 セルビア 4

7 ペルー 4,804 49 ポーランド 19 91 ノルウェー 4

8 韓国 4,244 50 アイルランド 18 92 ヨルダン 4

9 ミャンマー 3,842 51 ジャマイカ 18 93 スーダン 3

10 スリランカ 2,579 52 スウェーデン 17 94 フィジー 3

11 タイ 1,788 53 ベネズエラ 17 95 ブータン 3

12 インド 1,113 54 チュニジア 16 96 ベラルーシ 3

13 米国 879 55 オランダ 14 97 マリ 3

14 台湾 841 56 スイス 14 98 モルディブ 3

15 パキスタン 613 57 カメルーン 13 99 ルワンダ 3

16 バングラデシュ 579 58
トリニダード・ト

バゴ
13 100 エストニア 2

17 カンボジア 539 59 ポルトガル 13 101 コンゴ民主共和国 2

18 ボリビア 312 60 ガーナ 12 102 トンガ 2

19 朝鮮 305 61 スロバキア 12 103 バルバドス 2

20 英国 281 62 ニカラグア 12 104 フィンランド 2

21 アルゼンチン 240 63 モロッコ 12 105 ブルキナファソ 2

22 モンゴル 230 64 セネガル 11 106 ブルネイ 2

23 パラグアイ 229 65 キューバ 9 107 ミクロネシア 2

24 ラオス 223 66 ケニア 9 108 モーリシャス 2

25 コロンビア 217 67 サモア 9 109 アルジェリア 1

26 カナダ 200 68 シリア 9 110 エチオピア 1

27 マレーシア 179 69 カザフスタン 8 111 ガボン 1

28 オーストラリア 164 70 タンザニア 8 112 ギニア 1

29 ロシア 162 71 チェコ 8 113 ジョージア 1

30 フランス 128 72 デンマーク 8 114 スロベニア 1

31 メキシコ 78 73 ハンガリー 8 115 赤道ギニア 1

32 ニュージーランド 74 74 ブルガリア 8 116 トーゴ 1

33 ルーマニア 73 75 ベルギー 8 117 ニジェール 1

34 イラン 69 76 アンゴラ 6 118
パプアニューギニ

ア
1

35 ドイツ 68 77 エルサルバドル 6 119 パラオ 1

36 ウクライナ 61 78 オーストリア 6 120 東ティモール 1

37 ナイジェリア 56 79 イスラエル 5 121 ボツワナ 1

38 トルコ 45 80 キルギス 5 122 マーシャル 1

39 シンガポール 45 81 グアテマラ 5 123 南スーダン共和国 1

40 イタリア 44 82 コスタリカ 5 124 モルドバ 1

41 スペイン 31 83 ジンバブエ 5 125
リヒテンシュタイ

ン
1

42 アフガニスタン 27 84 トルクメニスタン 5 126 レバノン 1

127 無国籍 10



ふじのくに多文化共生推進基本計画【概要版1/2】

静岡県の多文化共生を取り巻く現状や社会情勢
の変化、静岡県多文化共生推進基本条例の趣旨
を踏まえて、外国人県民を含めた全ての県民が
安心して暮らし、活躍できる多文化共生社会の
実現を目指す。

計画の基本的な考え方

2022年度から2025年度（4年間）

計画期間

●外国人県民数の増加や属性等の変化
外国人県民数1.25倍（79,836人→99,629人）
ベトナム人数2.67倍(5,018人→13,429人）
技能実習生1.62倍（8,694人→14,075人）
●新型コロナウイルス感染症や自然災害の発生
●SDGｓに対する意識の高まり
●国の動き　在留資格「特定技能」の創設、　
政府一丸で施策推進のために「外国人材受入れ
共生のための総合的対応策」決定、「日本語教
育の推進に関する法律」施行、総務省「地域に
おける多文化共生推進プラン」改訂　

社会情勢の変化
（2016年から2021年まで）

法務省「在留外国人統計」各年12月末

2016 2017 2018 2019 2020

約8万人

約10万人

外国人数は約1.25倍に

●推進体制
―多文化共生推進本部、プロジェクトチーム
ー市町、地域、県民、国際交流団体、
　NPO、ボランティア団体、企業等多様な
　主体が役割を果たしつつ、連携・協働

推進体制・目指す姿

外国人よし

企業よし地域よし

三方よしの多文化共生社会

基本目標・施策の柱

静岡県内に居住する外国人及び日本人が、相互に理解し合い、
誰一人取り残されることなく、安心して快適に暮らし、
能力を発揮することができる多文化共生社会の実現を目指す。

基本目標

１多文化共生意識の定着

２コミュニケーションの支援 

３危機管理体制の強化

４生活支援の充実

５外国人の子どもの教育環境
　の整備
６社会参画の促進
７働きやすい環境の整備

共　通

安　心 活　躍

00251307
テキストボックス
参考資料２




ふじのくに多文化共生推進基本計画【概要版2/2】
施策の柱

1 多文化共生意識の定着  2 コミュニケーションの支援

●「やさしい日本語」の普及・活用促進
　ー「やさしい日本語」研修、手引き・動画の活用促進

●日本人と外国人とがお互いに交流したり、異文化　　
　を学びあう機会の創出
　ー相互理解のための啓発活動の実施、企業内で
　　の共生促進、 人権教育や差別防止への取組
●地域日本語教育を通じた多文化共生の場づくり
　の推進

3 危機管理体制の強化

●感染症、防災情報の周知、防災について学べる環境の整備
　ー防災アプリ「静岡県防災」の普及、防災講座の充実
●防犯や交通安全対策の推進や相談体制の整備
　ー広報啓発活動の推進、手引き等の多言語化

●日本語教育体制の構築
　ー「日本語教育推進法」を踏まえた取組の充実

共　通

●「やさしい日本語」及び多言語による情報提供
　ーポータルサイト「かめりあⓘ」を活用した情報提供
　　の充実

4 生活支援の充実

●相談体制の整備や関係機関との連携の強化
　ー「静岡県多文化共生総合相談センター かめりあ」の充実
●安心して医療・保健・福祉等のサービスを受けられるよう支援
　ー医療受診体制づくりの促進、保健・福祉分野における支援

5 外国人の子どもの教育環境の整備

●就学促進、学びの継続のための指導体制確保及び充実
　ー就学状況等調査、教育支援体制の促進、夜間中学設置
●進路選択やキャリア形成への支援
6 社会参画の促進

●地域活動への参加の促進
　ー地域活動の広報啓発や先進事例の情報発信
●留学生等が地域で活躍できる環境の整備

7 働きやすい環境の整備

●職場内コミュニケーションの円滑化や適正な労働環境の整備
●就業機会の確保のための就業支援や相談体制の充実

安　心 活　躍
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第１章 計画の趣旨

１ 計画策定の趣旨

本県は、2008年12月に制定した「静岡県多文化共生推進基本条例」に基づき、多文化共
生施策を総合的かつ計画的に実施するため、2011年３月（１期目）に「ふじのくに多文化
共生推進基本計画」を策定しました。2014年３月に１期目の基本計画の見直しを行い計画
期間を2017年度までに延長し、2018年３月に2期目の計画を策定しました。
この計画期間は2021年度までであることから、今後４年間の多文化共生社会の実現に向

けた本県の取組を推進するため、社会経済情勢の変化やこれまでの取組の課題を踏まえて、
新たな「ふじのくに多文化共生推進基本計画」を策定しました。

２ 計画の策定方法

本計画は、県内経済界、学識経験者、外国人県民、医療福祉、子ども支援、地域、学校
教育等の外部有識者15人の委員による「静岡県多文化共生審議会」において、審議してい
ただきました。
また、外国人県民と日本人県民を対象とした多文化共生基礎調査をはじめ、県議会での

議論やパブリックコメントなど、幅広い方々の意見や要望を反映しながら策定しました。

３ 計画の位置付け

本計画は、静岡県多文化共生推進基本条例に基づき、多文化共生施策を総合的かつ計画
的に実施するために必要な項目について定めるものです。また、総合計画の分野別計画と
なっています。

４ 計画の期間

2022年度から2025年度までの４年間とします。

５ 計画の進行管理

本計画に掲げる施策の進行状況については、毎年度、進捗状況を把握・評価し、静岡県
多文化共生推進基本条例第11条に基づき静岡県多文化共生審議会に報告するとともに、県
ホームページ等で公表します。
また、今後の社会経済情勢の変化や国の施策の動向等によっては、計画期間内にあって
も、適宜、計画内容の見直しを行います。
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第２章 外国人を取り巻く状況

１ 本県の外国人県民の現況
静岡県における在留外国人数は、2020年

末現在、99,629人です。
都道府県別では第８位、県総人口に占め

る割合は2.74％で、県民の約36人に１人が
外国籍の住民という計算になります。県総
人口に占める割合は、全国平均の2.29％を
上回っています。

（１）在留外国人数
静岡県内の在留外国人数は、1990年以降、
毎年増加しましたが、2008年の経済危機以降
減少傾向が続き、2015年末からは再び増加
傾向に転じています。2019年末には、
100,148人となりましたが、2020年末には、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影
響により新たな入国が規制されたことから99,629人となっています。

＊在留外国人数「法務省在留外国人統計」は2020年12末現在
＊人口に占める割合に使用した人口は「総務省人口推計」10月１日
現在

外国人人口上位8都府県と全国の状況

法務省「在留外国人統計」各年12月末現在、静岡県「推計人口」各年1月1日現在

人
口
に
占
め
る
割
合
（
％
）

在
留
外
国
人
数
（
人
）

在留外国人数の推移
県

国

2019 12

都府県名
在留

外国人数
人口に
占める割合

1 東京都  560,180 3.98%

2 愛知県  273,784 3.63%

3 大阪府  253,814 2.87%

4 神奈川県  232,321 2.51%

5 埼玉県  198,235 2.70%

6 千葉県  169,833 2.70%

7 兵庫県  114,806 2.10%

8 静岡県  99,629 2.74%

全　国 2,887,116 2.29％
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（２）外国人県民の国籍
国籍別に見ると、ブラジル人が最も多いのは変わりませんが、2008年までは、県内在
留外国人数の約半数を占めていたのに対し、現在は、３分の１程度に減少しています。
2016年と比較するとフィリピン人は1.17倍、ベトナム人は2.67倍となっています。

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年
ブラジル 35,959 39,409 41,039 41,489 44,248 48,586 51,250 52,014 51,441 42,625 36,706 33,547 29,668 27,623 26,476 25,584 26,565 27,993 29,535 31,387 31,009 
フィリピン 7,614 8,143 9,013 10,310 11,685 10,480 11,162 11,909 12,766 12,548 12,541 12,517 12,358 12,793 13,335 13,910 14,714 16,026 16,859 17,604 17,243 
ベトナム 880 1,017 1,035 1,213 1,342 1,499 1,746 1,898 2,031 2,003 2,008 2,111 2,293 2,638 3,223 3,952 5,018 6,857 9,305 12,187 13,429 
中国 5,647 6,639 7,662 8,776 9,352 10,532 11,402 12,672 13,670 13,655 13,458 13,116 12,784 12,026 11,577 11,385 11,461 11,573 11,853 12,279 11,374 
ペルー 4,644 5,102 5,340 5,606 5,993 6,342 6,373 6,569 6,522 6,159 5,688 5,445 4,986 4,900 4,773 4,705 4,658 4,725 4,729 4,721 4,678 
韓国・朝鮮 6,929 7,028 7,038 6,946 6,872 6,786 6,701 6,573 6,551 6,402 6,335 6,216 5,958 5,799 5,549 4,971 4,879 4,827 4,839 4,748 4,522 
その他 6,534 7,095 7,585 8,134 8,547 9,153 9,358 9,681 10,298 10,107 9,422 9,232 9,306 9,688 10,182 11,574 12,541 13,997 15,339 17,222 17,374 
合計 68,207 74,433 78,712 82,474 88,039 93,378 97,992 101,316 103,279 93,499 86,158 82,184 77,353 75,467 75,115 76,081 79,836 85,998 92,459 100,148 99,629 

在
留
外
国
人
数
（
人
）

＊2008年までの「中国」は台湾を含んだ数、2015年以降の「韓国・朝鮮」は韓国のみの数 （年）
＊法務省「在留外国人統計」各年12月末

国籍別割合

法務省「在留外国人統計」各年12月末

国籍別在留外国人数
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（３）外国人県民の在留資格
在留資格別で見ると、2020年末では、「身分資格」が65,453人と一番多く、全体の65.7％
を占めています。
2016年と比較すると「技能実習」が1.62倍、「就労資格」が1.81倍となっています。

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年
身分資格 64,283 61,925 58,473 56,964 56,202 56,032 57,816 60,376 62,925 65,698 65,453 
特別永住者 4,174 4,078 3,969 3,887 3,678 3,557 3,453 3,365 3,306 3,198 3,083 
技能実習 4,387 6,081 6,488 6,248 6,762 7,546 8,694 10,482 12,711 15,943 14,075 
就労資格 3,885 3,834 3,649 3,618 3,665 3,820 4,197 4,921 5,980 7,191 7,598 
留学 2,986 2,753 2,491 2,526 2,542 2,669 2,906 3,416 3,829 4,196 4,037 
特定技能 - - - - - - - - - 32 440 
短期滞在/就学 873 665 - - - - - - - - -
その他 5,570 2,848 2,283 2,224 2,266 2,457 2,770 3,438 3,708 3,890 4,943 
総数 86,158 82,184 77,353 75,467 75,115 76,081 79,836 85,998 92,459 100,148 99,629 

法務省「在留外国人統計」（人）
各年12月末

在留資格別の割合

在
留
外
国
人
数

在留資格別在留外国人数

法務省「在留外国人統計」各年12月末

＊就労資格 「専門的・技術的分野の在留資格（入管法別表第1の１、２のうち外交、公用、技能実習を除く）
＊身分資格 永住者・日本人の配偶者等・永住者の配偶者等・定住者 ＊その他 文化活動・研修・家族滞在・特定活動

-4-



（４）市町別在留外国人数
市町別に見ると、浜松市が26,352人と県内在留外国人数（99,629人）の4分の1以上

（26.5％）を占め、次いで静岡市（11,144人）、磐田市（8,761人）の順となっています。
また、在留外国人比率が高い市町は、菊川市（7.90％）、湖西市（6.22％）、吉田町

（6.08％）、袋井市（5.55％）、磐田市（5.29％）、牧之原市（5.22％）となっています。

5%以上

3～4%

2～3%

1.5～2%

湖西市

浜松市

磐田市

袋井市

森町

掛川市

菊川市

御前崎市

牧之原市

島田市

川根本町

藤枝市

静岡市

吉
田
町

焼
津
市

富士宮市

富士市

沼津市

小山町

御殿場市

裾野市

長
泉
町

清水町

三島市

函南町

伊豆の国市

熱
海
市

伊豆市
伊東市

西伊豆町 東伊豆町

河津町

松崎町

下田市

南伊豆町

1.5%未満

市町別在留外国人数比率
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市町 総　数 ブラジル フィリピン ベトナム 中国 韓国 インドネシア ネパール その他 在住外国人
比率（％）

静岡県 99,629 31,009 17,243 13,429 11,374 4,522 3,348 2,479 32,673 2.74 
浜松市 26,352 9,945 4,020 3,506 2,582 1,142 1,011 335 8,241 3.34 
静岡市 11,144 623 1,353 1,668 2,172 1,202 514 1,015 5,556 1.62 
磐田市 8,761 5,130 1,246 640 507 112 310 28 1,569 5.29 
富士市 6,032 1,369 1,004 1,077 728 383 79 143 2,267 2.47 
袋井市 4,825 2,778 323 544 377 71 160 79 1,152 5.55 
焼津市 4,771 855 1,875 683 461 96 143 57 1,383 3.50 
掛川市 4,585 1,889 980 450 473 71 109 28 1,103 4.02 
沼津市 4,513 216 1,167 702 699 351 100 154 1,852 2.40 
菊川市 3,738 2,207 793 263 203 17 90 3 573 7.90 
湖西市 3,591 1,946 211 365 146 34 243 19 788 6.22 
御殿場市 2,469 469 558 287 384 150 48 41 869 2.85 
富士宮市 2,411 415 240 627 370 83 100 65 1,180 1.89 
牧之原市 2,252 1,303 333 248 167 16 31 1 462 5.22 
藤枝市 1,805 265 343 216 344 92 57 38 709 1.28 
吉田町 1,746 325 413 310 234 12 52 121 608 6.08 
島田市 1,508 202 345 305 266 43 79 37 693 1.58 
三島市 1,417 172 196 214 210 158 32 31 614 1.32 
清水町 1,325 154 712 168 70 31 2 7 271 4.18 
御前崎市 1,079 364 374 113 82 12 35 6 242 3.52 
裾野市 778 127 118 141 123 32 7 8 303 1.54 
伊東市 681 6 153 54 115 65 20 39 254 1.05 
熱海市 672 20 75 117 109 86 6 105 318 1.90 
伊豆の国市 645 34 108 172 93 45 23 23 333 1.39 
長泉町 461 27 61 75 109 74 7 14 265 1.07 
森町 384 88 21 149 62 9 10 0 230 2.21 
函南町 376 12 59 120 46 29 32 0 227 1.02 
伊豆市 296 14 50 34 61 24 15 21 134 1.04 
小山町 243 41 22 72 20 27 12 0 131 1.33 
下田市 226 7 42 21 21 23 4 8 69 1.10 
東伊豆町 203 4 11 39 36 12 10 30 97 1.78 
西伊豆町 118 1 13 16 45 6 0 10 67 1.67 
川根本町 89 1 13 11 39 1 3 7 54 1.45 
河津町 56 0 2 15 7 5 2 2 29 0.84 
南伊豆町 49 0 4 5 5 7 1 4 18 0.63 
松崎町 28 0 5 2 8 1 1 0 12 0.47 

＊法務省「在留外国人統計」2020年12月末
＊人口に占める割合に使用した人口は「総務省人口推計」10月１日現在

市町別・国籍別在留外国人数及び比率
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（５）外国人児童生徒数
外国人児童生徒数は、2016年には5,098人でしたが、2020年には6,582人（1.29倍）に
なっています。小学校、中学校、高等学校のいずれも増加しており、特に小学校の児童
数が増加しています。
日本語指導が必要な児童生徒数は、2016年の1,371人に対し、2020年は2,332人となっ
ています。また、日本語指導が必要な児童生徒の割合は2016年の57.0％から2020年には
71.4％となっています。

外国人児童生徒数の推移

各年静岡県「静岡県学校基本統計」国公私立

日本語指導が必要な児童生徒数及び割合

各年,静岡県「市町別要日本語指導・特別の教育課程編成の人数調査」 公立
＊人数は外国籍（日本籍）であって、日本語指導が必要な児童生徒数
＊割合は日本語指導が必要な児童生徒/外国につながる児童生徒数

外
国
人
児
童
生
徒
数
（
人
）

（年）

日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
数
（
人
）

日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
の
割
合
（
％
）

（年）
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（６）留学生数
大学等高等教育機関や専修学校・日本語教育機関に在籍する留学生数は2016年の
2,373人から2020年は3,939人と1.66倍に増加しました。特に専修学校の留学生数は、
2016年（636人）と比べて2020年（1,541人）は2.42倍に増加しています。

（７）外国人労働者数
外国人労働者数は、2016年の46,574人から2020年には65,734人と1.41倍となっていま
す。同様に、外国人を雇用する事業所も2016年（5,755箇所）から2020年（8,589箇所）
と1.49倍に増加しています。

県内外国人留学生数の推移

2016年から2019年については、静岡県留学生等交流推進協議会（静岡大学）調査
2020年については、（独）日本学生支援機構調査

県内外国人労働者及び外国人雇用事業所数の推移

留
学
生
数
（
人
）

（年）

外
国
人
労
働
者
数
（
人
）

外
国
人
雇
用
事
業
所
数
（
事
業
所
）

各年,静岡労働局「静岡県の外国人雇用届出状況」

（年）
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２ 多文化共生を取り巻く我が国の社会情勢

（１）在留外国人の状況
1990年の「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律」の施行により、３世ま
での日系人とその家族に対して「定住者」または「日本人の配偶者等」という、就労を
含めて日本での活動に制限のない在留資格が与えられることになり、本県などの製造業
の集積地において南米日系人をはじめとした外国人が大幅に増加しました。
その後、2008年の経済危機や2011年の東日本大震災の影響で減少傾向となりました。
我が国の景気の回復に伴い、2013年から在留外国人数は、再び増加し始めました。法務
省の在留外国人統計によると、全国の在留外国人数は、2019年末には、2,933,137人と
なり、統計を取り始めた1959年以来、最大値となりました。2020年末には新型コロナウ
イルス感染症の影響のため、2,887,116人となり、前年に比べ46,021人（1.6％）減少し
ました。
新型コロナウイルス感染症の流行は、在留外国人数が減少しただけでなく、雇用や医
療・福祉など、外国人住民の日常生活に大きな影響を及ぼしています。特に、必要な情
報を入手しづらいことや医療機関や行政機関におけるコミュニケーションが大きな問
題となっていることが改めて浮き彫りとなっています。
また、外国人住民（特別永住者を除く）を在留資格別に見てみると、2020年末には、
身分資格＊に基づく者が1,194,486人（41.3％）と最も多く、次いで技能実習が378,200
人（13.1％）、技術・人文知識・国際業務が283,380人（9.8％）となっています。また、
技能実習及び技術・人文知識・国際業務による在留資格の者が2016年末と比較すると、
それぞれ1.6倍（378,200人）、1.7倍（283,380人）に増加しています。また、これらの資
格の増加に伴い、ベトナム人が顕著に増加しています。
＊ 身分資格：永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者

（２）2016年（第２期ふじのくに多文化共生推進基本計画策定時）以降の国の動き
2016年、2018年の入管法改正により、介護、特定技能の在留資格が創設され、外国
人の増加が予想される中、国内での生活環境を整備する「外国人材の受入れ・共生のた
めの総合的対応策」が2018年に閣議決定され、その後、充実、改定がされました。
「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」では、生活者としての外国人に対
する支援や外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組、新たな在留管理体制の
構築等が示されたほか、2019年に施行された「日本語教育の推進に関する法律」で
は、国、県等の責務が明記されるなど、外国人との共生社会実現に向けた環境整備の方
向性を国が明確に示しています。
さらに、社会経済情勢が変化する中で、都道府県及び市区町村における多文化共生
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の推進に係る指針・計画の策定に資するため、総務省は、2020年９月に「地域におけ
る多文化共生推進プラン」を改訂しました。
2020年には、法務省が、「外国人在留支援センター（ＦＲＥＳＣ）」を、東京都新宿
区に開設し、日本で暮らし、活躍する外国人の在留を支援する体制を整備しました。

■多文化共生に関する国の動き
年 月 区分 項 目 内 容

2016

５月 議員
立法

本邦外出身者に対
する不当な差別的
言動の解消に向け
た取組の推進に関
する法律

・日本以外の出身者、その子孫を対象にした不当な
差別的言動を解消するための総合的な施策の策定
と実施を国に義務化
・地方自治体には実情に応じた相談体制、教育、啓
発活動等を努力義務化

11月

法務省
厚労省

外国人の技能実習
の適正な実施及び
技能実習生の保護
に関する法律

①適正化（基本方針の策定、監督の強化、外国人技
能実習機構の設立）、②制度の拡充（5年の実習可能
に）。その他、地方自治体に努力義務、地域協議会の
設置等を規定

法務省
出入国管理及び難
民認定法を改正す
る法律

・在留資格「介護」の創設 （介護福祉士の資格を
取得した留学生の就職が可能に）（2017年９月１日
施行）
・偽装滞在者対策の強化

12月 文科省

義務教育の段階に
おける普通教育に
相当する教育の機
会の確保等に関す
る法律

基本理念として「年齢又は国籍等にかかわりなく、
能力に応じた教育機会を確保する」ことが掲げら
れ、「夜間等において授業を行う学校における就学
の機会の提供等」を規定（2017年２月14日施行）

2018 ７月 内閣
官房

外国人材の受入れ
環境の整備に関す
る業務の基本方針

６月の「骨太方針2018」を踏まえ、定められた基本
方針
＜基本的な方針＞
法務省が外国人の受入れ環境の整備に関する企
画・立案並びに総合調整を行い、その司令塔的機能
の下、関係府省が連携を強化し、地方公共団体とも
協力しつつ外国人の受入れ環境の整備を効率的・効
果的に進める。

外国人材の受入
れ・共生のための
総合的対策（検討
の方向性）（案）

・多文化共生社会の実現に向けた意見聴取・啓発活
動
・生活者としての外国人に対する支援
・外国人材の円滑な受入れの促進に向けた取組
・新たな在留管理体制の構築
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年 月 区分 項 目 内 容

2018 12月 法務省

出入国管理及び難
民認定法及び法務
省設置法の一部を
改正する法律

１ 在留資格、「特定技能1号」、「特定技能2号」の
創設

２ 法務省の外局として、「出入国在留管理庁」を新
設

2019年４月１日施行

外国人材の受入
れ・共生のための
総合的対応策

外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組
とともに、外国人との共生社会の実現に向けた環境
整備を推進するため、国が取りまとめ
１ 外国人との共生社会の実現に向けた意見聴
取・啓発活動等
２ 生活者としての外国人に対する支援
３ 外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた
取組
４ 新たな在留管理体制の構築

2019

６月

法務省

外国人材の受入
れ・共生のための
総合的対応策の充
実

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」
に盛り込まれた施策を着実に推進するとともに、そ
の取組を更に充実させる。
１ 外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進
２ 共生社会実現のための受入環境整備

文化庁 日本語教育の推進
に関する法律

・日本語教育に関する基本理念を定め、国は基本理
念にのっとり、日本語教育施策を総合的に推進
・国は日本語教育の推進に関する基本方針を定め、
地方自治体は基本方針を参酌し、基本方針を定め
る
・事業主は、雇用する外国人及びその家族に対し、
日本語学習の機会提供と学習支援に努める

12月 法務省
外国人材の受入
れ・共生のための
総合的対応策

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」
を2019年６月に策定した「総合的対応策の充実」の
方向性に沿って改訂
・技能試験の受験機会の拡大等
・一元的相談窓口に係る地方公共団体への支援拡大
･ やさしい日本語活用に関するガイドラインの作
成等

2020 ６月 文化庁

日本語教育の推進
に関する施策を総
合的かつ効果的に
推進するための基
本的な方針

「日本語教育の推進に関する法律」第10条の規定
により、日本語教育の推進に関する施策を総合的か
つ効果的に推進するための基本的な方針として策
定
・国及び地方公共団体、事業主の責務
・国内外における日本語教育の機会の拡充 等
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年 月 区分 項 目 内 容

2020

７月 法務省
外国人材の受入
れ・共生のための
総合的対応策

現下の新型コロナウイルス感染症への対応を適切
に行いつつ、引き続き、外国人材を円滑かつ適正に
受入れ、受入れ環境を更に充実させる観点から、「外
国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和
２年度改訂）」を策定
・特定技能制度に関する周知・広報
・新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、必
要事項の周知徹底
･ 行政・生活情報の多言語化・やさしい日本語化、
相談体制の充実
・日本語教育の充実 等

９月 総務省 地域における多文
化共生推進プラン

地方公共団体における多文化共生の推進に係る指
針・計画の見直し等を行い、多文化共生施策を推進
するため、2006年３月策定の「地域における多文
化共生推進プラン」を改訂

2021 ６月 法務省
外国人材の受入
れ・共生のための
総合的対応策

新型コロナウイルス感染症の感染拡大等で明らか
になった課題も踏まえ、受け入れた外国人材の受入
れ環境を更に充実させる等の観点から策定（197施
策）。
・共生社会の実現に向けて取り組むべき中長期的な
課題及び方策等に関する工程表の作成
・留学生が多く在籍する、日本語教育機関、専門学
校等や外国人を雇用する職場における抗原簡易キ
ットを活用した検査の実施等
・在留外国人へのワクチン接種の周知広報、接種案
内の確実な送付、多言語による相談対応体制の確保
等
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第３章 計画の基本的な考え方

１ 多文化共生推進の必要性

本県の人口は2007年をピークに減少を続け、2060年には239万人になると推計され、労
働人口の減少・少子高齢化などの課題に直面しています。また、外国人県民の国籍や在留
資格等の変化、新たな在留資格「特定技能」の創設や日本語教育の推進に関する法律の施
行等国の動きや社会情勢も変化しています。

外国人県民の数は、新型コロナウイルス感染症の影響により、2020年末には一時的に減
少に転じましたが、将来的には再び増加が見込まれることから、｢外国人県民｣＝生活者や
地域住民という視点で、外国人県民も地域社会の構成員として社会参画を促す仕組みを構
築し、文化や習慣の違いを理解し合い、誰にとっても暮らしやすい｢多文化共生の地域づく
り｣を進める必要があります。

また、新型コロナウイルス感染症の流行により、行政機関や医療機関等でスムーズに意
思疎通が図れることが最も重要であることが明らかとなりました。地震などの自然災害に
も備えて「言葉の壁」の解消を進めてい
く必要があります。

静岡県では、SDGｓの理念や静岡県多
文化共生推進基本条例に基づき、県内に
居住する外国人及び日本人が誰一人取
り残されることなく、相互に理解し合
い、安心して暮らすことに加えて、誰も
がいきいきと活躍できる「外国人よし」
「地域よし」「企業よし」の三方よしの多
文化共生社会の実現を目指します。

外国人よし

企業よし地域よし

三方よしの多文化共生社会

✔ 地域コミュニティや活動が活性化

✔ 地域活動の新たな担い手の確保

✔ 安心・快適な暮らし

✔ 日本語や技術・技能を身に付け、いきいきと活躍

✔ 新たな人材の確保

✔ 職場の活性化・生産性の向上
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２ 静岡県が目指す多文化共生社会

静岡県の多文化共生を取り巻く現状や静岡県多文化共生推進基本条例の趣旨を踏まえ、
次のように、計画の基本目標を掲げます。

■計画の基本目標

■施策の柱

基本目標を実現するために、７つの施策の柱を掲げます。

静岡県内に居住する外国人及び日本人が、相互に理解し合い、誰一人
取り残されることなく、安心して快適に暮らし、能力を発揮することができる
多文化共生社会の実現を目指す。

共 通

３ 危機管理体制の強化
新型コロナウイルス感染症や自然災害
の発生など生活を脅かす課題に対応
します。

4 生活支援の充実
相談体制の充実を図るなど、生活全般
にわたる支援の充実を図ります。

５ 外国人の子どもの教育環境の整備
外国につながる子どもの教育環境の
整備を図ります。

６ 社会参画の促進
外国人県民が地域社会の一員として
主体的に参画できる環境を整備
します。

７ 働きやすい環境の整備
外国人県民が、働きやすい環境を整備
します。

１ 多文化共生意識の定着

２ コミュニケーションの支援

外国人県民と日本人県民とがお互いの文化的背景や生活習慣を
理解し合う機会を創出します。

外国人県民との円滑なコミュニケーションのため、「言葉の壁」の
解消を図り、必要な情報を提供する体制を整備します。

安 心 活 躍
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■施策の柱・方向性

●外国人県民と日本人県民がお互いに交流したり、異文化を学びあう機会の創出
●地域日本語教育を通じた多文化共生の場づくりの推進

●「やさしい日本語」の普及・活用促進
●日本語教育体制の構築
●「やさしい日本語」及び多言語による情報提供

●感染症、防災情報の周知、防災について学べる環境の整備
●防犯や交通安全対策の推進や相談体制の整備

●相談体制の整備や関係機関との連携の強化
●安心して医療・保健・福祉等のサービスを受けられるよう支援

●就学促進、学びの継続のための指導体制確保及び充実
●進路選択やキャリア形成への支援

●地域活動への参加の促進
●留学生等が地域で活躍できる環境の整備

●職場内コミュニケーションの円滑化や適正な労働環境の整備
●就業機会の確保のための就業支援や相談体制の充実

1 多文化共生意識の定着

2 コミュニケーションの支援

3 危機管理体制の強化

４ 生活支援の充実

5 外国人の子どもの教育環境の整備

６ 社会参画の促進

７ 働きやすい環境の整備

共 通

安 心

活 躍
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第 4章 施策の柱・方向性

１ 多文化共生意識の定着［共通］

すべての外国人県民と日本人県民とがお互いの文化・習慣を理解し、尊重

できる社会をつくります。

■現状と課題

■これまでの取組

指 標 現状値 目標値

地域日本語教育を通じて多文化共生の場づくり
に取り組む市町数

４市町
（2020 年）

19市町
（2025 年）

○地域で暮らす外国人（日本人）について、どの程度親しみを感じますか。
（多文化共生基礎調査 日本人調査単数回答n＝415 外国人調査単数回答n＝1,593）

外国人県民が日本人県民に親しみを感じる割合は、「とても感じる」と「どちらかといえば感じる」を
合わせると73.7％です。一方、日本人県民が外国人県民に親しみを感じる割合は40.0％であ
り、その差は33.7ポイントとなっています。

▷ 子どもたちが外国の文化や習慣を知り、多様性を理解するとともに外国人県民への関心や親しみを高め
るために、国際交流員などが「世界の文化と暮らし出前講座」を開催しています。

▷ 地域の国際化を推進するために、県内の大学に在籍する留学生をふじのくに親善大使に委嘱し、学校
訪問や各地の国際交流イベントに参加しています。

▷ 多文化共生の拠点として、地域住民が関わる初期日本語教室を全県的に広めています。

外国人県民と日本人県民が交流したり、異文化を学び合う機会を通して互いに「共生」の意識を
高めることが必要となります。お互いの違いを認め合いながら、よりよい社会を築いていこうとする
意識の定着が求められます。

あるべき姿

40.0

73.7
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■施策の方向性とこれからの取組

取 組 １

取 組 ２

▶ 全ての県民が県内のどこに住んでいても、国際交流イベントや異文化理解の学びの場に
参加できるよう、外国人県民が多く住んでいない地域での開催や大人向けの出前講座等
の取組を推進します。

▶ 全ての子どもたちが、国際社会に対する関心を高め、異なる文化や習慣を受け入れられ
る意識を醸成するために、市町と連携し、JET プログラム等を活用して取組を推進します。

▶ 企業内において、異文化理解の取組を促進するよう、講座の開催や先進的な取組
事例を幅広く情報発信するなど、企業との協働を促進します。

▶ 学校や地域社会において、人権尊重の精神が根付くよう、多様性への理解の促進
など、人権教育を通じた取組を進めます。

▶ 外国人県民を含む全ての人があらゆる誹謗中傷や差別を受けないよう心のUDの啓発・
実践を促進します。

▶ 2019年６月に施行された「日本語教育推進法」をふまえ、次のとおり多文化共生社会
の実現に寄与する日本語教育の場づくりを推進します。

｜地域住民が日本語教育の場に関わる地域日本語教室の設置を促進します。

｜日本語教室を各地に根付かせ、地域の多文化共生の拠点としての機能を発揮
できるよう、県、市町、国際交流協会、日本語教育機関、地域住民などが連携して
運営します。

▷ 新型コロナウイルスに係る「ＳＴＯＰ！誹謗中傷アクション」をはじめ、あらゆる誹謗中傷、差別を解消
するために、心のＵＤの普及啓発及び実践を促進しています。

▷ 人権教育の推進を図るため、人権教育担当者研修会等の教職員を対象とした研修会を開催して
います。また、教職員及び児童生徒が人権についての理解を深め、「自分の大切さとともに他の人の大切
さを認めること」ができ、行動に表れることを目指し、校内研修や授業等で活用できる「人権教育の手引き
（人権教育指導資料）」を作成しています。

▷ 人権意識の高揚を図る啓発指導者を育成し、地域や職場での外国人県民等の人権に関する啓発を
推進しています。

方向性１ 年齢や住んでいる地域に関わらず、お互いの文化を理解し、多様性を認め合うため
に、外国人県民と日本人県民とがお互いに交流したり、学びあう機会を創出します。

方向性 2 地域住民が関わる地域日本語教室を活用した多文化共生の場づくりを進めます。
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第 4章 施策の柱

２ コミュニケーションの支援 [共通］

｜「言葉の壁のない静岡県」を実現します。

｜希望する外国人県民が基礎的な日本語を学べる環境を整備します。

■現状と課題

指 標 現状値 目標値

ＳＮＳ等を活用した「やさしい日本語」及び
多言語による外国人向け情報提供数

455 件
（2020 年）

500件
（毎年度）

〇あなたは、「やさしい日本語」を知っていますか。
（多文化共生基礎調査 日本人調査単数回答ｎ＝415 単位％）

〇外国人住民と日本住民との相互理解を深めるために、あなたは以下のことをどの程度したいと
思いますか。A～Fのそれぞれについて教えてください。

（多文化共生基礎調査 外国人調査単数回答n＝1,593）

「知らない」が45.5％で
最も多く、次いで「見たり、
聞いたりしたことはあるが、
詳しくは知らない」が
24.6％となっています。

あるべき姿

「おおいにしたい」と回答したのは、「Ａ日本語を学ぶ」が45.6％で最も多く、次いで「Ｂ 日本の文化、
生活習慣を理解するようにつとめる」が 45.3％、「Ｄあいさつなど、日頃から近所の人達と交流する」が
37.8％となっています。

-18-



■これまでの取組

■施策の方向性とこれからの取組

取 組 １ ▶ 企業における「やさしい日本語」の普及や活用を推進するため、研修会の開催や、
手引きや動画などを提供します。

▶ 地域コミュニティにおけるコミュニケーション支援のため、市町と連携して自治会の加入や
ゴミ捨てなどに関する「やさしい日本語」のちらしの作成等を支援します。

コミュニケーションの円滑化のため、「やさしい日本語」の普及・活用推進と外国人県民が日本語を
学ぶ環境の整備が必要となります。「言葉の壁」を解消し、安心して生活できる環境の整備が
求められます。

▷ 県・市町職員や民間企業等への「やさしい日本語」普及活用を図るため、研修会の開催や手引きを
作成しています。

▷ 県及び市町におけるやさしい日本語の利活用を促進するため、やさしい日本語アドバイザーを設置して
います。

▷ 普及啓発のため、動画「話そう、やさしい日本語」をウェブサイトに掲載し、「やさしい日本語」の
キャラクター「やさ日富士夫くん」を作成しています。

▷ 地震などの災害時に、外国人県民に対してわかりやすく情報を提供できるよう、県内のコミュニティ FM局
と連携して、「やさしい日本語」による番組作成や放送ができる体制の整備を進めています。

▷ 静岡県地域日本語教育推進方針に基づき、日本語に不慣れな外国人県民が県内のどこに住んでいて
も、日本語教育を受けられるよう、モデル教室の設置やその成果を共有することで、地域日本語教育の
普及を進めています。

▷ 外国人県民が県からの情報を得られるようにするため、「外国人県民への情報提供に関するガイド
ライン」を策定し、多言語による情報を「静岡県多言語情報ポータルサイト かめりあⓘ」に掲載しています。

方向性１ 「やさしい日本語」が外国人県民への情報提供やコミュニケーションに、より広く
用いられるよう、行政だけでなく企業、コミュニティにおける普及を促進します。
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取 組 ２

取 組 ３

▶ 2019 年６月に施行された「日本語教育推進法」をふまえ、次のとおり日本語の
教育体制の充実を図ります。

｜県内どこに住んでいても、希望する全ての外国人県民が生活に必要な最低限の
日本語を身に付けることができる環境を整備します。

｜外国人児童生徒等が、生活の基礎を身に付け、その能力を伸ばし、未来を切り拓く
ために、学校等における適切な日本語教育を受けることができる体制の充実を
図ります。

｜職場等において外国人労働者との効果的なコミュニケーションを図れるよう、企業に
おける日本語教育を促進します。

▶ 地域日本語教育を一層推進するため、モデル教室の設置とその日本語教室で活躍して
もらうための人材の育成をセットで実施します。また、その成果を他の市町にも普及したり、
地域日本語教育総括コーディネーターによるアドバイスの提供などの支援を行います。

▶ 外国人県民が少ない市町においては、文化庁で開発したオンライン教材の普及に
努めます。

▶ 地域日本語教育に関わる人材を確保し活用するため、人材情報バンクをさらに充実
します。

方向性 2 外国人県民が日常生活において、日本語で必要なコミュニケーションをとることが
できるよう、市町や日本語教育関係者と連携して、日本語教育推進体制の構築を
進めます。

方向性３ 外国人県民が「やさしい日本語」及び多言語により、生活に必要な情報を入手
できる体制を充実します。

▶ 「静岡県多言語情報ポータルサイト かめりあⓘ」により、発信する情報件数の増加を
図ります。

▶ 外国人県民とのコミュニケーションの円滑化を図るため、県・市町職員を対象に、やさしい
日本語研修を継続するとともに翻訳機等の活用に関する研修を実施します。

▶ 上記の取組を企業や団体にも広げます。
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第 4章 施策の柱

３ 危機管理体制の強化 [安心］

｜外国人県民が災害時や緊急時に自ら助け、共助の担い手となるように

体制を整備し、外国人県民と日本人県民とが助け合う社会をつくります。

｜外国人県民が、交通事故や犯罪に巻き込まれることのない社会を目指し

ます。

■現状と課題

指 標 現状値 目標値

外国人向けに早期避難に必要な情報を
提供している市町の数

30 市町
（2020 年）

全市町
（2025 年）

指 標 現状値 目標値

外国人を雇用する企業等と連携した防災出前
講座の開催回数

―
（2020 年）

10回
（毎年度）

あるべき姿

〇市役所や県に対してどのような行政サービスを望みますか。
（多文化共生基礎調査 外国人調査複数回答n＝1,593 単位％）

「災害時に多言語や『やさしい日本語』で情報を提供する」が 43.9％と一番多くなっています。
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■これまでの取組

〇あなたは、地域の犯罪を減らすために、必要なことは何だと思いますか。
（多文化共生基礎調査 外国人調査複数回答n＝1,593 単位％）

「防犯カメラや防犯灯を
増設する」が57.9％で最も
多く、次いで「子どもの防犯
教育を強化する」が
55.3％、「近所の人のつな
がりや助け合いを深める」が
48.8％となっています。

▷ 外国人県民に対して、「やさしい日本語」や多言語により、感染予防策や注意喚起を呼びかけています。
また、新型コロナウイルスの感染症に罹患を心配している外国人県民の不安に寄り添うため、毎日 24 時
間、相談できる新型コロナウイルスホットラインを設置しています。

▷ 外国人県民を対象とする防災出前講座を開催し、防災に対する日頃の備えや災害発生時の対応等に
関する知識の普及や啓発に努めています。

▷ 地震などの災害時に、外国人県民に対してわかりやすく情報を提供できるよう、県内のコミュニティ FM局
と連携して、「やさしい日本語」による番組作成や放送ができる体制の整備を進めています。【再掲】

▷ 外国人県民が、地震等の災害発生時に「やさしい日本語」や多言語で情報を入手できるよう、防災アプ
リ「静岡県防災」の利活用を進めています。

▷ 外国人県民が日本のルール等を理解できるよう、交通安全パンフレットや防犯対策のための犯罪被害の
手引き等を「やさしい日本語」及び多言語版で作成する等の取組を進めています。

▷ 土砂災害警戒情報補足情報システムについて、災害情報の多言語化と「やさしい日本語」による表示
への対応を進めました。

▷ 性暴力等の被害者からの相談を受付け、関係機関が連携し医療、心理的ケアなどの支援を行うワンス
トップセンター等を運営しています。

非常時には、外国人県民・日本人県民に関わらず、誰一人取り残されないという視点が一層必要に
なります。感染症や自然災害等の発生時に、外国人県民が必要な支援を受けられるだけでなく、
外国人県民と日本人県民とが助け合い、危機を共に乗り越えようとする体制の強化が求められます。

-22-



■施策の方向性とこれからの取組

取 組 １

取 組 ２

▶ 感染症について、外国人県民が必要な情報を受け取り、多言語で相談できる体制を
引き続き整備します。

▶ 外国人県民が「やさしい日本語」及び多言語で非常時の各種緊急情報等の通知を
受け取れるよう、静岡県防災アプリ「静岡県防災」の普及を図ります。また、同アプリの
学習コンテンツの多言語化を進め、日頃から防災に関する知識を習得できる環境を整備
します。

▶ 外国人県民に配慮した避難所運営体制の充実に向け、市町の取組を促進します。

▶ 災害時における「言葉の壁」を解消するために、外国人県民に対し、「やさしい日本語」
及び多言語により災害関連情報等を提供する体制を整備します。

▶ 防災に対する日頃の備えや災害発生時の対応等に関する知識の普及啓発及び地域
防災の担い手を育成するため、市町や企業と連携し、外国人県民向けの防災講座を
一層充実します。

▶ 静岡県土木総合防災情報や土砂災害警戒区域標識等について、「やさしい日本語」
及び多言語による表示への対応を進めます。

▶ 外国人県民に対する交通安全について広報啓発活動を推進するために、関係機関
と連携し、交通安全教育の実施や広報・啓発活動の「やさしい日本語」及び多言語化
を進めます。

▶ 外国人県民に対する犯罪被害等に関する各種支援のため、広報誌等を多言語版で
作成し周知する取組を進めます。

▶ 「静岡県多文化共生総合相談センター かめりあ」等との連携により、外国人県民の相
談等に的確に対応します。

方向性１ 外国人県民に対する平時からの感染症、防災情報の周知等の危機対策を推進
します。また、地域や企業で防災について学べる環境を整備します。

方向性 2 外国人県民が関係する交通事故や事件を防止するための施策の推進及び
犯罪被害者等のための相談体制を整備します。
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第 4章 施策の柱

４ 生活支援の充実 [安心］

｜外国人県民も安心して暮らせるように、日常生活で必要となる知識や

情報を提供するとともに、外国人県民からの様々な相談に対応できる

環境を整備します。

｜外国人県民が、日本人県民と同様に医療や保健、福祉等のサービスを

受けることのできる環境を整備します。

■現状と課題

指 標 現状値 目標値

かめりあによる出張相談会・専門家による相談会
の開催回数

９回
（2020 年）

９回
（毎年度）

指 標 現状値 目標値
県の電話医療通訳事業により外国人患者
受入環境を整備した救命救急センター設置病院
の割合

27.3％
（2020 年）

100％
（2025 年）

〇あなたが困ったときの相談先はどこですか。
（多文化共生基礎調査 外国人調査複数回答n＝1,593 単位％）

〇住まいを探す際に困ったことは何ですか。
（多文化共生基礎調査 外国人調査複数回答n＝1,593 単位％）

「特にない」が58.2%で
最も多く、次いで「外国人
であることを理由に家を貸
してくれなかった」が
16.1%、「保証人になっ
てくれる人がいなかった」が
11.0%となっています。

あるべき姿

「勤務先（派遣先）
や監理団体の社員」が
43.4％で最も多く、次
いで「外国人の友人・親
戚」が42.4％、「県・市
町の相談窓口」が
40.1％となっています。
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■これまでの取組

▷ 外国人県民が県からの情報を得られるようにするため、「外国人県民への情報提供に関するガイド
ライン」を策定し、多言語による情報を「静岡県多言語情報ポータルサイト かめりあⓘ」に掲載しています。
【再掲】

▷ 外国人県民の生活上の相談に多言語で対応するため、「静岡県多文化共生総合相談センター
かめりあ」を設置し運営しています。

▷ 外国人県民に対して、「やさしい日本語」や多言語により、感染予防策や注意喚起を呼びかけています。
また、新型コロナウイルスの感染症に罹患を心配している外国人県民の不安に寄り添うため、毎日
24時間、相談できる新型コロナウイルスホットラインを設置しています。【再掲】

▷ 外国人県民に対する相談体制・課題解決までの支援体制を強化するために、「多文化ソーシャル
ワーカー」を育成しています。

▷ 住宅が見つけにくい外国人県民等の要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進のため、関係団体、
市町、県関係部署で構成する静岡県居住支援協議会において情報共有・意見交換を実施しています。

▷ 外国人県民が公営住宅入居に関して、住まい方のルールを理解し、相談しやすくするよう、公営住宅
受付・相談窓口における多言語による対応を行っています。

▷ 外国人県民が安心して適切な医療を受けられるようにするため、医療機関向けに電話医療通訳
サービスの提供や、日本の医療制度等を説明したリーフレットや国民健康保険制度のパンフレットを
多言語で作成して周知を図るとともに、「医療ネットしずおか」により医療機関の情報を多言語で提供
しています。

〇あなたは、病気やけがをした時、どうしていますか。（救急事案を除く）
（多文化共生基礎調査 外国人調査複数回答n＝1,593 単位％）

外国人県民は、言葉や文化、習慣の違いなどにより、日常生活の様々な場面において、悩みや
困難を抱えることがあります。そのため、外国人県民が困りごとを相談できる体制や、病院の受診、
役所での手続き等生活支援の充実が必要となります。

「近所の医療機関に行く」
が67.6％で最も多く、次
いで「家族や知人に通訳と
して同行してもらう」が
21.3％、「勤務先や監理
団体の職員に通訳として
同行してもらう」が13.2％
となっています。
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■施策の方向性とこれからの取組

取 組 １

取 組 ２

▶ 「静岡県多言語情報ポータルサイト かめりあⓘ」により、発信する情報件数の増加
を図ります。【再掲】

▶ 外国人県民とのコミュニケーションの円滑化を図るため、県・市町職員を対象に、やさしい
日本語研修を継続するとともに翻訳機等の活用に関する研修を実施します。【再掲】

▶ 「静岡県多文化共生総合相談センター かめりあ」などの相談窓口の充実のため、県や
市町、国際交流協会、地方出入国在留管理局、労働局、NPO など関係機関が連携を
図り、迅速かつ的確に相談に対応できる体制を構築します。

▶ 外国人県民が住宅確保に困ることがないよう、関係機関による情報共有や情報提供を
行うとともに、公営住宅での入居支援を充実します。

▶外国人県民の児童及びその家族に関する相談並びに配偶者等からの暴力に関する相談
に対応するため、電話相談に多言語で応じる体制を構築します。

▶ 感染症について、外国人県民が必要な情報を受け取り、多言語で相談できる体制を
引き続き整備します。【再掲】

▶ 外国人県民の文化的・社会的背景を踏まえて専門的相談に応じ、関係機関に
働きかけて課題解決まで一貫して支援する「多文化ソーシャルワーカー」を引き続き育成
します。

▶ 外国人患者、医療機関相互が安心して受診・診療できる環境を整備します。また、
インターネット上で休日・夜間の当番医情報や外国語に対応可能な医療機関を検索
できる環境を整備します。

▶ 外国人県民の高齢化が進んでいることを踏まえ、医療保険制度はもちろんのこと
介護保険、年金制度についても国等と連携して外国人県民や企業等への周知を
図ります。

方向性１ 外国人県民が身近な場所で相談したり、生活に必要な情報を入手できるよう、
県、市町、国及び関係機関等との連携を強化します。

方向性 2 安心して、医療や保健、福祉サービスを受けることができるよう、支援を充実します。
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第 4章 施策の柱

５ 外国人の子どもの教育環境の整備［活躍］

｜外国人の子どもの教育機会を確保し、必要な日本語能力や学力等を

身に付けられる環境を整備します。

｜外国人の子どもが将来を見通した進路選択ができ、社会で自立して

いける環境を整備します。

■現状と課題

指 標 現状値 目標値

外国人児童生徒等に対して必要な支援が
実現できている学校の割合

小 90.6％
中 91.3％
高 89.5％
（2020 年）

100％
（毎年度）

指 標 現状値 目標値

就学状況等調査・就学案内実施市町数 全市町
（2020 年）

全市町
（毎年度）

〇お子さんの教育について、困っていること、困った経験をしたことはありますか。
（多文化共生基礎調査 外国人調査複数回答n＝1,593 単位％）

あるべき姿

「困っていること、困ったこと
はない」が34.5％で最も多
く、次いで「日本の学校で教
育に必要な費用が高い」が
29.9％、「子どもの学力が
不安」が19.5％となってい
ます。
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■これまでの取組

▷ 全ての子どもが教育を受けることができるよう、全市町に対して就学案内を実施するよう依頼すると
ともに、市町と連携して就学状況等調査を実施し、実態を把握した上で就学を促進しています。

▷ 公立学校における支援指導体制の充実のため、小中学校、特別支援学校に在籍する外国人
児童生徒への適応指導、指導担当者等への助言、援助等を総合的に実施しています。

▷ 児童生徒の在籍状況等を考慮して、教員採用選考試験において、ポルトガル語、スペイン語が
堪能な人材を確保するため、資格を有する受験者に対して加点制度を設けています。

▷ 様々な理由により、義務教育を修了していない外国人県民などに、義務教育の機会を提供するため、
静岡県立夜間中学（ナイト・スクール・プログラム）の設置に向けた準備をしています。

▷ 学校におけるコミュニケーション支援のため、教職員を対象とした「やさしい日本語」普及の研修会の
実施や自動翻訳機の活用を行っています。

▷ 県立高校の外国人生徒の進学・キャリア支援の充実のため、日本語教育及びキャリア面談等を
実施しています。

▷ 外国人学校（ブラジル人学校高等部）に通う生徒を卒業後に正規雇用につなげるため、日本語
教育、キャリア教育等の取組を実施しています。

〇お子さんの将来についてどのように考えていますか。
（多文化共生基礎調査 外国人調査単数回答n＝385 単位％）

外国人県民の増加に伴い、外国人児童生徒等も増加しており、教育の機会を確保するために、
就学促進を図る必要があります。また、日本語指導を必要とする全ての児童生徒に対する
指導・支援体制の充実が求められます。

「日本で進学・就職し、日本で生活することを希望する」が69.6％で最も多く、次いで
「わからない」が8.3％、「日本で進学・就職するが、いずれは母国に戻ることを希望する」が
7.8％となっています。

-28-



■施策の方向性とこれからの取組

取 組 １

取 組 ２ ▶ 将来の進路に希望をもって学習に取り組む生徒を育成するため、キャリアコンサルティング
技能士及び日本語コーディネーターを支援対象校に巡回派遣し、生徒個々の状況を
踏まえた個別支援プランを作成します。

▶ 日本語能力に課題のある外国人生徒に対して、企業等が採用時に求める日本語能力
の習得を目的とした日本語学習講座を実施します。

▶ 各市町教育委員会の実践について情報共有し、児童生徒及び保護者にとってより有益
な進路ガイダンス等の実施を促していきます。

▶ 外国人学校（ブラジル人学校高等部）に通う生徒に対して、正規雇用に向けた
日本語教育、キャリア教育等を実施し、外国人学校における取組を促進します。

方向性 2 外国人児童生徒等が、その能力・意欲に応じて将来を見通した進路選択等が
行えるよう、支援を更に充実します。

▶ 県内に居住する全ての子どもが教育を受けることができるように、引き続き就学状況等
調査を実施し、実態を把握するとともに市町と連携して就学を促進します。

▶ 外国人の子どもの教育環境の充実のため、市町と連携して、日本語指導コーディネータ
ー等を活用した教育支援体制の整備を促進します。

▶ 特別の教育課程を編成する児童生徒が在籍する小中学校に加配教員を配置すると
ともに、未配置校には日本語指導非常勤講師を配置し、日本語指導体制の充実を
図ります。

▶ 教員の指導力向上のため、外国人児童生徒担当教員研修会の内容の充実を
図ります。

▶ 外国人児童生徒等に対して、生活の基礎を身に付け、その能力を伸ばし、未来を
切り拓くことができるようにするため、適切な日本語教育を受けることができる体制を充実
します。【再掲】

▶ 様々な理由により、義務教育を修了していない 15 歳以上の外国人県民などに、義務
教育の機会を提供するため、静岡県立夜間中学（ナイト・スクール・プログラム）を設置
します。

方向性１ 外国人の子どもの就学促進及び学びの継続のため、指導体制の確保、充実を
図ります。
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第 4章 施策の柱

６ 社会参画の促進［活躍］

外国人県民の地域コミュニティへの参画を促進し、能力を活かし

コミュニティにおける日本人県民との橋渡しをするなど、日本人県民と

相互に協力してよりよい地域を形成します。

■現状と課題

指 標 現状値 目標値

外国人県民からの意見を聴取する場を
設けている、市町の数

11 市町
（2020 年）

19市町
（2025 年）

〇多文化共生に関する次の意見についてあなたはどう思いますか。
「日本人は、外国人が地域の活動に参加できるよう支援すべきだ」

（多文化共生基礎調査 日本人調査単数回答 n＝415 単位％）

〇あなたは以下に挙げる団体や行事に参加したことがありますか。A～D のそれぞれについて、教えてくだ
さい。（多文化共生基礎調査 外国人調査単数回答n＝1,593）

あるべき姿

「そう思う」と「どちらかといえば
そう思う」の合計は82.6％と
なっています。

外国人県民は、日本人県民とともに様々な活動に従事し、県民主体の地域づくりにも貢献しうる
存在です。外国人県民の視点や外国人県民がもたらす多様性を地域の活性化につなげるために、
外国人県民の社会参画の促進が求められます。

「積極的に
参加している」
との回答が最
も多かったのは
「地域の行事
（お祭りや地
域運動会
等）」で
9.7％となって
います。
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■これまでの取組

■施策の方向性とこれからの取組

取 組 １

取 組 ２ ▶ 留学生への支援のために、ふじのくに地域・大学コンソーシアムにおいて、生活マナー・
交通ルール講座の開催や大学連携型の日本人学生・留学生交流イベント等を実施
します。

▶ 留学生やコミュニティキーパーソン等を、「ふじのくに多言語情報発信サポーター」として
登録し、SNS等を使用して、県からの情報を同じ国の出身者へ提供する等、
外国人県民を支援する人材としての活躍を推進します。

▶ 外国人県民が主体的に地域社会に参画できるよう、企業や NPO、自治会等が行う
地域活動等の広報啓発を一層推進するとともに、外国人県民と日本人県民とが共に
活動する先進事例や成功例等の情報発信を行います。

▶ 外国人県民の意見を施策に活かすため、意見交換会等を実施します。

▶ 防災に対する日頃の備えや災害発生時の対応等に関する知識の普及啓発及び地域
防災の担い手を育成するため、外国人県民向けの防災講座を一層充実します。【再掲】

▶ 様々な理由により、義務教育を修了していない 15 歳以上の外国人県民などに、義務
教育の機会を提供するため、静岡県立夜間中学（ナイト・スクール・プログラム）を設置
します。【再掲】

▷ 外国人県民を対象とする防災出前講座を開催し、防災に対する日頃の備えや災害発生時の対応等
に関する知識の普及や啓発に努めています。【再掲】

▷ 様々な理由により、義務教育を修了していない外国人県民などに、義務教育の機会を提供するため、
静岡県立夜間中学（ナイト・スクール・プログラム）の設置に向けた準備をしています。【再掲】

▷ 外国人県民が母語通訳者や支援者として地域日本語教育の場に関わるように養成しています。

▷ 外国人県民の地域のリーダーをコミュニティキーパーソンに登録し、行政からの情報の伝達や防災出前
講座への協力を要請しています。

▷ 外国人県民の意見を施策に活かすために、静岡県多文化共生審議会の委員として外国人県民を
委嘱しています。

▷ 留学生への支援のため、ふじのくに地域・大学コンソーシアムにおいて、生活支援の講座や交流事業を
実施しています。

方向性１ 外国人県民の主体的な地域活動への参加を促進し、地域づくりや地域防災等
において、外国人県民が担い手となれるよう環境を整備します。

方向性 2 留学生等を含めた外国人県民が、地域で活躍できる環境を整備します。
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第 4章 施策の柱

７ 働きやすい環境の整備［活躍］

｜外国人県民がいきいきと働くことのできる社会を目指します。

｜経済活動と外国人労働者の適正雇用を両立する社会を目指します。

■現状と課題

指 標 現状値 目標値

工科短期大学校等の定住外国人向け
職業訓練受講者数

58 人
（2020 年）

100人
（2025 年）

指 標 現状値 目標値

ふじのくに地域・大学コンソーシアム事業への
参加留学生数（県大学課調査）

378 人
（2020 年）

500人
（2025 年）

〇あなたの現在の仕事は大きく分けてこの中のどれにあたりますか。複数の仕事を持つ人は、主な仕事
について答えてください。（多文化共生基礎調査 外国人調査複数回答n＝1,593 単位％）

○あなたが、職場でより活躍するためにはどのようなことを希望しますか。
（多文化共生基礎調査 外国人調査複数回答n＝1,593 単位％）

あるべき姿

「間接（派遣・請負）」が
24.0％で最も多く、次いで
「直接雇用（正社員）」が
20.5％、「技能実習生」が
14.9％となっています。

「仕事の指示等を多言語化・
『やさしい日本語』化してほし
い」が38.3%で最も多く、次い
で「特になし」が30.1％、「外
国人に専門的な知識・技術を
教える機会を提供してほしい」
が30.0％、「職場で日本語
教室を開いてほしい」が
19.5％となっています。
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■これまでの取組

■施策の方向性とこれからの取組

取 組 １ ▶ 職場内のコミュニケーションの円滑化のため、企業の従業員を対象とした「やさしい日本
語」研修会を開催します。また、研修を受講した従業員が企業内で更に「やさしい日本
語」の利活用を図れるよう、手引きや動画などを提供します。【再掲】

▶ 企業が外国人労働者等に向けて行う日本語教育について、日本語教師の紹介等
円滑な実施を支援します。

▶ 企業や団体において、法令遵守の徹底や適切な労務管理が行われるよう、他県と
連携し、外国人労働者憲章の啓発に努めるとともに、地方出入国在留管理局や労働局
等と連携して適正な労働環境を整備します。

▷ 企業におけるコミュニケーション支援のため、「やさしい日本語」の民間向けの研修会を開催しています。

▷ 外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するため、他県と連携し、外国人労働者憲章
の普及及び憲章セミナーを開催しています。

▷ 外国人県民の正社員化を進めるために、定住外国人職業訓練コーディネーターの配置や定住外国人を
対象とした日本語能力等に配慮した職業訓練等を実施しています。

▷ 外国人県民の仕事に対する相談に対応するため、しずおかジョブステーションへ通訳者を配置して
います。

▷ 外国人県民の正社員化・定着化のため、希望する定住外国人と企業の双方を、就労前から
職場定着まで一貫して支援しています。

▷ 外国人県民の介護分野での就労を支援するため、県内介護事業所で働く外国人介護職員の
日本語能力向上を支援しています。

▷ 農業分野での就労を目指す外国人県民等のために、就農相談から求人情報の提供、短期の
就労体験の受入などを実施しています。

▷ 留学生の就労を促進するため、ふじのくに地域・大学コンソーシアムにおいて、留学生の就職支援を
実施しています。

方向性１ 外国人県民が安心して、いきいきと働けるように県内企業と連携し、職場内の
コミュニケーションの円滑化や差別や偏見のない企業文化を創出します。

技能実習生の増加や特定技能制度の創設など、外国人労働者を取り巻く環境は変化しており、
変化に応じた対応が求められています。外国人労働者がいきいきと活躍できるように、企業等と連携
し、就労環境や雇用対策の適正化に取り組むことが必要です。
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取 組 ２ ▶ 農業分野での就労を目指す定住外国人等に対し、就農相談から求人情報の提供、
短期の就労体験の受入などを実施します。また、職場定着のために在職者訓練を実施
します。

▶ 定住外国人の就職を支援するため、就労前の職業訓練を実施します。

▶ しずおかジョブステーションに通訳者を配置するとともに、面接等を学ぶ機会を提供
します。

▶ 企業における定住外国人の活躍を促進するため、企業・定住外国人双方に対し、
正社員として働く定住外国人の情報を発信するとともに、就労前・職場定着を支援
します。

▶ 外国人県民の活躍を官民一体となって支援するために、県、地方出入国在留管理局
や労働局等国の機関、経済団体、労働団体等の外国人材の相談支援機関相互の
情報共有や連携を強化します。

▶ 介護サービスの質の向上及び外国人介護職員の介護現場への定着を図るため、
県内介護事業所で働く外国人介護職員の日本語力向上を引き続き支援します。

▶ 留学生の就職を支援するため、就職支援講座、インターンシップ推進など就職マッチング
を強化し、静岡県での就職を希望する留学生を取り残さない伴走型支援を実施します。

方向性 2 就労可能な在留資格を持つ外国人県民の就業機会を確保するため、就業支援や
能力開発を促進するとともに、相談体制を充実します。
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評価指標一覧
施策の柱 指標 現状 目標

１ 多文化共生意識
の定着

地域日本語教育を通じて
多文化共生の場づくりに
取り組む市町数

４市町
（2020 年）

19 市町
（2025 年）

２ コミュニケーション
の支援

ＳＮＳ等を活用した「やさし
い日本語」及び多言語による
外国人向け情報提供数

455 件
（2020 年）

500 件
（毎年度）

３ 危機管理体制
の強化

外国人向けに早期避難に
必要な情報を提供している
市町の数

30市町
（2020 年）

全市町
（2025 度）

外国人を雇用する企業等と
連携した防災出前講座の
開催回数

ー
（2020 年）

10 回
（毎年度）

４ 生活支援の充実

かめりあによる出張相談会・
専門家による相談会の
開催回数

９回
（2020 年）

９回
（毎年度）

県の電話医療通訳事業により
外国人患者受入環境を整備
した救命救急センター設置
病院の割合

27.3％
（2020 年）

100％
（2025 年）

５ 外国人の子どもの
教育環境の整備

外国人児童生徒等に対して
必要な支援が実現できて
いる学校の割合

小 90.6％
中 91.3％
高 89.5％
（2020 年）

100％
（毎年度）

就学状況等調査・就学案内
実施市町数

全市町
（2020 年）

全市町
（毎年度）

６ 社会参画の促進
外国人県民からの意見を
聴取する場を設けている、
市町の数

11市町
（2020 年）

19 市町
（2025 年）

７ 働きやすい環境
の整備

工科短期大学校等の定住
外国人向け職業訓練受講者数

58人
（2020 年）

100 人
（2025 年）

ふじのくに地域・大学
コンソーシアム事業への
参加留学生数

378 人
（2020 年）

500 人
（2025 年）
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第５章 計画推進体制

１ 計画の進め方（推進体制）

多文化共生を着実に推進していくためには、関係主体がそれぞれの役割を踏まえ、連
携･協働しながら取り組んでいくことが必要となります。
▶庁内体制の整備
多文化共生施策を総合的・計画的に推進するために、静岡県多文化共生推進本部に
設置したプロジェクトチームにより、部局横断的に施策を推進していきます。
▶市町との連携
県内全市町との多文化共生施策に関する意見交換や協議の場を随時設定し、情報の
共有化や連携を図っていきます。
▶他県との連携
群馬県・長野県・愛知県・静岡県・岐阜県・三重県・滋賀県・名古屋市の７県１市
で構成する「多文化共生推進協議会」において、情報共有化や広域的施策展開を図り、
課題解決に取り組むとともに、各省庁との情報交換や提案等を行っていきます。
▶関係機関との連携
経済団体や県内企業等との連携･協力の上、計画推進の実効性を高めていきます。

県

地域

国際交流
協会

市町

NPO・団体

国

企業

教育機関

外国人県民
日本人県民
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２ 多文化共生推進に携わるそれぞれの役割

多文化共生施策を推進するためには、県や市町などの行政だけでなく、地域、県民、
国際交流団体、ＮＰＯ、ボランティア団体、企業など多様な関係主体が積極的にそれぞ
れの役割を果たしつつ、連携･協働しながら取り組んでいくことが重要です。

（１）国
出入国在留管理庁を中心とした関係省庁の緊密な連携の下、共生社会の実現を図る
外国人施策を着実に実施することや、地方公共団体が取り組む多文化共生施策に対して、
十分な財政措置をはじめとする総合的サポートを行うことが望まれます。また、中長期
的な外国人受入方針の策定も求められます。

（２）県
県は、本計画の実現に向けて、市町を包括する広域の地方自治体として、市町の境界
を越えた広域的な課題への対応、市町レベルでは対応が困難な分野の補完、先導的な取
組、様々な関係主体が連携して取り組むことができる仕組みづくりなどを推進します。
県教育委員会は、外国人児童生徒が学びやすい環境づくりを推進します。
県警察本部は、外国人県民を含むすべての県民の安全･安心な暮らしを守るための環境
づくりを推進します。

（３）市町
市町は、外国人県民を含むすべての県民にとって最も身近な基礎的自治体として多く
の行政サービスを担当･提供しており、重要な推進主体と考えられます。
市町には、地域の現状を踏まえつつ、国際交流協会等と連携･協力して、外国人県民の
自立に向けて直接的に支援を行う主体としての積極的な取組が求められます。教育、住
宅、福祉など日常生活に関する行政サービスを向上させるとともに、提供する行政サー
ビスや税金の納付など履行義務などの情報を多言語で提供する必要があります。一方、
地域における日本人県民に対しても、意識啓発等の取組を推進していく必要があります。

（４）県や市町の国際交流協会
国際交流協会は、県や市町と連携して、外国人県民に対する相談事業、多言語情報の
収集･提供、ボランティア団体等への活動支援、多文化共生の啓発活動、外国人県民との
交流事業など、地域のニーズや課題を踏まえた取組の推進や、様々な多文化共生活動を
推進する関係主体間のネットワーク構築を図ることが期待されます。

-37-



県国際交流協会は、市町国際交流協会などの事業に対する支援やコーディネート機能
を強化し、県民やＮＰＯ、ボランティア団体などが活動を行いやすい環境整備に努め、
地域における民間活動の中核的な役割を担うことが期待されます。

（５）ＮＰＯ、ボランティア団体など
さまざまな交流事業や外国人支援など多文化共生推進の取組を行うＮＰＯやボランテ
ィア団体は、ノウハウや情報、ネットワークを有しています。
各団体の特色を生かしながら、地域のニーズを的確に把握した取組や行政機関が対応
しきれない部分に対して、外国人県民の地域活動への積極的な参加促進を図りながら、
多様な活動を展開していくことが期待されます。

（６）地域、県民
地域づくりの主役は外国人県民及び日本人県民であり、県民一人ひとりが、それぞれ
の異なる文化や習慣、価値観を相互に理解、尊重するとともに、地域における様々な活
動に、主体的、積極的に参加し、「顔の見える関係」を作ることが期待されます。
外国人県民は、地域で自立して日本人県民と共生していくために、日本語の習得が不
可欠です。また、日本の文化や生活習慣に関する理解を深めるとともに、日本の法令や
生活ルール等を遵守する必要があります。自らが地域社会の構成員であるとの意識を持
ち、地域住民間の交流や地域での活動に積極的に参加することが求められます。
日本人県民は、外国の文化や生活習慣などの理解に努め、外国人県民を地域の一員と
して認めるとともに、積極的に外国人県民との交流を深めることが求められます。
自治会･町内会は、地域づくりにおける基礎的な団体であり、外国人県民と日本人県民
との接点となる場であることから、外国人県民の加入を促進するとともに、祭りや運動
会など地域の行事への参加を促進し、多文化共生の基礎づくりを行うことが期待されま
す。

（７）企業
地域経済の活性化と競争力強化のためにも、外国人県民を日本人県民と同様に企業活
動を支える重要な人材と捉え、その能力に応じて雇用し、育成していくことが求められ
ます。また、外国人労働者を雇用している企業は、外国人県民の経済的な活動の場を提
供するだけでなく、仕事を通じた人間関係を育む場としても重要な役割を担っています。
外国人労働者を直接･間接に雇用している企業は、外国人労働者の人権を尊重し、労働
基準法、最低賃金法、労働安全衛生法などの労働関係法令を遵守するとともに、雇用慣
行に関する知識の習得、文化ギャップの克服や日本語教育の機会の提供、「やさしい日本
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語」や多言語によるコミュニケーション支援が求められます。
地域社会との共生を図る観点からも、外国人労働者の生活環境の改善、外国人労働者
の家族の生活や子どもの教育に関する支援も期待されています。外国人労働者を雇用し
ている企業としての社会的責任を認識し、多文化共生にかかる取組への連携･協働が求め
られます。

（８）教育機関
小学校、中学校、高等学校等は、外国人児童生徒等が日本語や教科などを学習する重
要な役割を担う場所です。日本語指導が必要な全ての外国人児童生徒等に対して日本語
教育を行うことや学習支援、適切な進路指導が求められます。また、学校行事や先生と
の面接、ＰＴＡ活動などで、外国人県民と日本人県民が出会う場も多く、多文化共生意
識の定着を図る場としても期待されます。
大学では、実態調査や政策立案などにおいて、行政、ＮＰＯ、ボランティア団体など
への支援、多文化共生の啓発、学生や留学生による外国人県民への支援活動など、教育
研究の成果を活かしての地域貢献が期待されます。
また、日本語能力に優れ日本社会の理解も高い留学生は、卒業後も地域や企業で活躍
する可能性があることから、県内で住み続けることが期待されます。
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要望書

2025（令和７）年５月

多文化共生推進協議会

（群馬県･長野県･岐阜県･静岡県･愛知県･三重県･滋賀県･名古屋市）
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要望書

我が国に在留する外国人は近年大きく増加しており、在留外国人数は

約 377 万人（令和６年 12月末時点）、外国人労働者数は約 230 万人（令

和６年 10月末時点）と、いずれも過去最高となっている。令和９年には

育成就労制度が施行され、外国人の受入れは更に加速することが見込ま

れる。

国においては、「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」

（令和４年６月策定）及び「外国人材の受入れ・共生のための総合的対

応策」に基づき、外国人材の受入れが進められており、文部科学省にお

いても、地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業により地方自治

体における地域日本語教育の体制整備に取り組んでいる。

一方で、当該事業にかかる教育支援体制整備事業費補助金（地域日本

語教育の総合的な体制づくり推進事業）については、近年、申請額に対

して国庫補助内定額が下回っており、令和７年度は本協議会構成自治体

において、内定率が 57％～84％と大幅に下回る事態となり、地域日本語

教育事業の実施に多大な支障が生じている。

日本語教育は多文化共生施策の根幹をなすものであり、地方自治体が

地域の状況に応じた施策を確実に実施するためにも、国においては、本

補助事業に対する十分な財源措置を行うことを強く要望するものであ

る。

2025（令和７）年５月

多文化共生推進協議会

群馬県・長野県・岐阜県・静岡県・

愛知県・三重県・滋賀県・名古屋市



［文部科学省］

【要望の背景】

１ 外国人数の増加に伴い、日本語学習者の拡大と多様化が進む中、生活のあらゆる

面で日本語教育が課題となっており、地方自治体の財源のみでは事業を実施する

ことが困難である。本補助金は、地域における日本語教育を推進するために必要

不可欠な財源であり、昨今の情勢に鑑みて大きく拡充すべきところ、国庫補助内

定額が減額傾向にあることは、地方自治体として受入れがたい。必要額に不足が

生じないよう国として責任を持って予算を確保すべきである。

２ 令和７年度の本補助金の採択通知日は令和７年３月 31 日であった。多くの自治

体は、４月１日から事業を執行できるよう、日本語指導者の採用の手続き等を進

めており、新年度開始直前の減額内示により混乱が生じている。本事業は経費の

多くを人件費が占めており、人の雇用に関わることから影響が大きい。また、都

道府県においては基礎自治体等に間接補助金を交付している場合もあり、交付先

への影響も甚大である。国は、採択通知又は内定通知等により、少なくとも３月

上旬には補助額を示すべきである。

また、同事業については、審査結果と講評が通知されているが、明確な基準が示

されず、点数の内訳や算定方法の詳細等が不明である。翌年度以降の適切な事業

計画のためにも、詳細等を明らかにすべきである。

１ 教育支援体制整備事業費補助金（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事

業）について、地域日本語教育の体制を維持・拡充するため、地方自治体の必要

額に不足が生じないよう十分な予算を確保し、国庫補助率の引き上げなど、永続

的に実施可能な事業とすること。

２ 本補助金について、地方自治体の事業の執行に影響が出ないよう、採択通知日

を早めること。また、審査基準を明確にするとともに、審査結果の点数の内訳や

内定額の算定方法の詳細等を明らかにすること。
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○静岡県多文化共生推進基本条例

平成20年12月26日

条例第59号

静岡県多文化共生推進基本条例をここに公布する。

静岡県多文化共生推進基本条例

目次

第１章 総則（第１条－第５条）

第２章 多文化共生推進基本計画（第６条）

第３章 多文化共生の推進に関する基本的施策等（第７条－第11条）

第４章 静岡県多文化共生審議会（第12条－第17条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、多文化共生の推進に関し、県、県民及び企業その他の民間の団体の責務を明らかにす

るとともに、多文化共生の推進に関する施策（以下「多文化共生施策」という。）の基本となる事項を定め

ることにより、多文化共生施策の総合的かつ計画的な推進を図り、もって多文化共生社会を実現すること

を目的とする。

（定義）

第２条 この条例において「多文化共生」とは、県内に居住する外国人及び日本人が、相互の理解及び協調

の下に、安心して、かつ、快適に暮らすことをいう。

（県の責務）

第３条 県は、多文化共生施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

２ 県は、多文化共生施策を総合的に策定し、及び実施するために必要な体制を整備するよう努めるものと

する。

（県民の責務）

第４条 県民は、地域、職域、学校、家庭その他の社会のあらゆる分野において多文化共生を推進するよう

努めるものとする。

（民間の団体の責務）

第５条 企業その他の民間の団体は、その事業活動に関し、多文化共生を推進するよう努めるとともに、県

又は市町が実施する多文化共生施策に協力するよう努めるものとする。

第２章 多文化共生推進基本計画

第６条 知事は、多文化共生施策を総合的かつ計画的に実施するため、多文化共生推進基本計画（以下「基

本計画」という。）を定めるものとする。

２ 基本計画は、多文化共生施策の大綱その他多文化共生施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な

事項について定めるものとする。

３ 知事は、基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ広く県民の意見を聴くとともに、静岡県多文化共
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生審議会に意見を求めるものとする。

４ 知事は、基本計画を定めたときは、これを公表しなければならない。

５ 前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。

第３章 多文化共生の推進に関する基本的施策等

（広報活動）

第７条 県は、多文化共生の推進に関する県民の理解を深めるために必要な広報活動を行うものとする。

（市町との協働）

第８条 県は、多文化共生の推進に関する市町の役割の重要性にかんがみ、地域における多文化共生の推進

に市町と協働して取り組むものとする。

（県民の活動を促進するための支援）

第９条 県は、県民が行う多文化共生の推進に関する活動を促進するため、情報の提供その他の必要な支援

を行うものとする。

（調査研究）

第10条 県は、多文化共生施策を策定し、及び実施するため、必要な調査研究を行うものとする。

（年次報告）

第11条 知事は、毎年、多文化共生施策の実施状況について報告書を作成し、これを公表するものとする。

第４章 静岡県多文化共生審議会

（設置及び所掌事務）

第12条 県に、静岡県多文化共生審議会（以下「審議会」という。）を置く。

２ 審議会は、次に掲げる事務を行う。

(1) 基本計画に関し、第６条第３項に規定する意見を述べること。

(2) 知事の諮問に応じ、多文化共生の推進に関する基本的施策及び重要事項について調査審議すること。

(3) 県の多文化共生施策の実施状況について、知事に意見を述べること。

(4) 前３号に掲げるもののほか、多文化共生の推進に関する重要事項について、知事に意見を述べるこ

と。

（組織）

第13条 審議会は、知事が任命する委員15人以内で組織する。

（任期）

第14条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

（会長及び副会長）

第15条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によって定める。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）

第16条 審議会の会議（以下「会議」という。）は会長が招集し、会長がその議長となる。
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２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（委任）

第17条 この章に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。


